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■調査の概要

１．調査目的

町内中小企業・小規模企業が抱える経営課題や

現状及びニーズ等を把握し、伊奈町中小企業・小

規模企業振興基本条例（以下「条例」という。）を策

定するための基礎資料とする。
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２．調査概要

（１）調査対象 ： 町内で事業を行う事業所

（２）調査件数 ： １，３００件

（３）調査方法 ： 郵送配布・郵送回収

（４）調査期間 ： 令和元年6月～7月

（５）回収結果

・発送数 ： 1,300

・発送不明のため返送 ： 126

・回収数 ： 302

・回収率 ： 25.7％（302／（1,300－126））
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３．報告書の見方

（１）「第1章アンケート調査結果」については、設問ごとに、単

純集計に基づく結果をグラフで、クロス集計の結果を表で

表示している。

（２）構成比等の計算値は小数点第２位を四捨五入して表記し

たので、数値の合計が100.0％にならないことがある。

（３）グラフに表記しているNは、設問への回答事業所数を示し

ている。業種別、資本金の額別、常用従業員数別について、

一部無回答事業所があるため、クロス集計の社数合計及

び割合が、異なる場合がある。

（４）複数の選択肢を選ぶ質問では、回答の比率を計算すると

きの分母となる値は、回答事業所数である。複数回答の場

合は、比率の合計は100%を超える。
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４．調査対象事業所の属性（業種・資本金の額）
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業種・資本金の額別

個人事業主 500万円未満
500万円～
1千万円未満

1千万円～
3千万円未満

3千万円～
5千万円未満

5千万円～
1億円未満

1億円～
3億円未満

3億円以上 小計

製造業 4 7 13 24 5 4 4 1 62
建設業 5 28 8 14 4 1 2 1 63
運輸業 0 2 4 4 0 1 1 0 12
卸売業 0 1 0 5 3 1 1 0 11
小売業 3 7 5 7 2 2 0 0 26
飲食業 1 3 2 3 1 0 0 1 11
サービス業 3 11 5 3 0 0 1 0 23
医療・介護 3 7 2 1 2 2 0 0 17
不動産業 0 10 1 4 2 0 0 0 17
その他 6 17 4 10 1 2 0 0 40
小計 25 93 44 75 20 13 9 3 282
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■調査結果

第１章アンケート調査結果

問１ 本社所在地

本社所在地については、「町内」75.5％、「県内」15.6％、「県外」8.9％と4分の3が町内に本社を

構えている。一方、県外に本社のある事業所は1割程度に留まる。

業種別でみると、「町内」は不動産業が100.0％、建設業81.5％、医療・介護が80.0％、サービス

業が79.2％と多く、運輸業は、「県外」が41.7％と多い。
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町内
75.5%

県内
15.6%

県外
8.9%

本社所在地

N=302

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 47 72.3% 12 18.5% 6 9.2% 65

（N=293） 建設業 53 81.5% 8 12.3% 4 6.2% 65

運輸業 6 50.0% 1 8.3% 5 41.7% 12

卸売業 7 63.6% 1 9.1% 3 27.3% 11

小売業 15 57.7% 8 30.8% 3 11.5% 26

飲食業 7 63.6% 3 27.3% 1 9.1% 11

サービス業 19 79.2% 2 8.3% 3 12.5% 24

医療・介護 16 80.0% 4 20.0% 0 0.0% 20

不動産業 17 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 17

その他 34 81.0% 6 14.3% 2 4.8% 42

業種別計 221 75.4% 45 15.4% 27 9.2% 293

資本金の額別 個人事業主 25 92.6% 2 7.4% 0 0.0% 27

（N=290） ５００万円未満 88 92.6% 6 6.3% 1 1.1% 95

５００万円～１千万円未満 40 88.9% 4 8.9% 1 2.2% 45

１千万円～３千万円未満 46 59.7% 22 28.6% 9 11.7% 77

３千万円～５千万円未満 13 61.9% 4 19.0% 4 19.0% 21

５千万円～１億円未満 4 30.8% 5 38.5% 4 30.8% 13

１億円～３億円未満 1 11.1% 2 22.2% 6 66.7% 9

３億円以上 0 0.0% 1 33.3% 2 66.7% 3

資本金の額計 217 74.8% 46 15.9% 27 9.3% 290

常用従業員数別 0人 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 2

（N=293） 1〜4人 119 93.7% 6 4.7% 2 1.6% 127

5〜9人 40 80.0% 7 14.0% 3 6.0% 50

10〜49人 51 64.6% 19 24.1% 9 11.4% 79

50〜99人 5 35.7% 7 50.0% 2 14.3% 14

100人以上 3 14.3% 8 38.1% 10 47.6% 21

常用従業員数別計 220 75.1% 47 16.0% 26 8.9% 293

町内 県内 県外
社数合計



問２ 経営形態

経営形態は、「法人」が 90.4％と9割を占めた。

一方、「個人経営」は 8.9％と1割弱に留まった。

「その他」については0.7％となった。

業種別では、運輸業、卸売業、不動産業が、

「法人」と回答した先が100％となった。
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法人
90.4%

個人
8.9%

その他
0.7%

経営形態

N=302

・業種別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 61 93.8% 4 6.2% 0 0.0% 65

（N=293） 建設業 60 92.3% 5 7.7% 0 0.0% 65

運輸業 12 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 12

卸売業 11 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 11

小売業 23 88.5% 3 11.5% 0 0.0% 26

飲食業 10 90.9% 1 9.1% 0 0.0% 11

サービス業 21 87.5% 3 12.5% 0 0.0% 24

医療・介護 17 85.0% 3 15.0% 0 0.0% 20

不動産業 17 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 17

その他 34 81.0% 6 14.3% 2 4.8% 42

業種別計 266 90.8% 25 8.5% 2 0.7% 293

常用従業員数別 0人 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 2

（N=293） 1〜4人 101 79.5% 25 19.7% 1 0.8% 127

5〜9人 47 94.0% 2 4.0% 1 2.0% 50

10〜49人 79 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 79

50〜99人 14 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 14

100人以上 21 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 21

常用従業員数別計 264 90.1% 27 9.2% 2 0.7% 293

法人 個人 その他
社数合計



問３ 資本金の額

資本金の額については、「500万円未満」が32.8％で最も多かった。これに「1千万円〜

3千万円未満」が26.6％、「500万円〜1千万円未満」が15.5％で続いた。

常用従業員数別にみると、「１〜４人」では、個人事業主と500万円未満の事業所とで、

7割超を占めている。一方「100人以上」では、 1千万円未満は皆無となっている。
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資本金の額 社数 ％

個人事業主 27 9.3%

500万円未満 95 32.8%

500万円～
1千万円未満

45 15.5%

1千万円～
3千万円未満

77 26.6%

3千万円～
5千万円未満

21 7.2%

5千万円～
1億円未満

13 4.5%

1億円～
3億円未満

9 3.1%

3億円以上 3 1.0%

小計 290 100.0%
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・業種別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 4 6.5% 7 11.3% 13 21.0% 24 38.7% 5 8.1% 4 6.5% 4 6.5% 1 1.6% 62

（N=282） 建設業 5 7.9% 28 44.4% 8 12.7% 14 22.2% 4 6.3% 1 1.6% 2 3.2% 1 1.6% 63

運輸業 0 0.0% 2 16.7% 4 33.3% 4 33.3% 0 0.0% 1 8.3% 1 8.3% 0 0.0% 12

卸売業 0 0.0% 1 9.1% 0 0.0% 5 45.5% 3 27.3% 1 9.1% 1 9.1% 0 0.0% 11

小売業 3 11.5% 7 26.9% 5 19.2% 7 26.9% 2 7.7% 2 7.7% 0 0.0% 0 0.0% 26

飲食業 1 9.1% 3 27.3% 2 18.2% 3 27.3% 1 9.1% 0 0.0% 0 0.0% 1 9.1% 11

サービス業 3 13.0% 11 47.8% 5 21.7% 3 13.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.3% 0 0.0% 23

医療・介護 3 17.6% 7 41.2% 2 11.8% 1 5.9% 2 11.8% 2 11.8% 0 0.0% 0 0.0% 17

不動産業 0 0.0% 10 58.8% 1 5.9% 4 23.5% 2 11.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 17

その他 6 15.0% 17 42.5% 4 10.0% 10 25.0% 1 2.5% 2 5.0% 0 0.0% 0 0.0% 40

業種別計 25 8.9% 93 33.0% 44 15.6% 75 26.6% 20 7.1% 13 4.6% 9 3.2% 3 1.1% 282

常用従業員数別 0人 0 0.0% 1 50.0% 0 0.0% 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2

（N=281） 1〜4人 25 20.5% 63 51.6% 17 13.9% 14 11.5% 3 2.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 122

5〜9人 2 4.3% 9 19.1% 15 31.9% 17 36.2% 2 4.3% 1 2.1% 1 2.1% 0 0.0% 47

10〜49人 0 0.0% 17 22.7% 12 16.0% 30 40.0% 13 17.3% 1 1.3% 2 2.7% 0 0.0% 75

50〜99人 0 0.0% 1 7.1% 1 7.1% 7 50.0% 0 0.0% 5 35.7% 0 0.0% 0 0.0% 14

100人以上 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 14.3% 3 14.3% 6 28.6% 6 28.6% 3 14.3% 21

常用従業員数別計 27 9.6% 91 32.4% 45 16.0% 72 25.6% 21 7.5% 13 4.6% 9 3.2% 3 1.1% 281

３億円以上５千万円～
社数合計

個人事業主 １千万円～５００万円未満 １億円～３千万円～５００万円～
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業種・資本金の額別社数

①製造業

資本金の額 社数 ％

個人事業主 4 6.5%

500万円未満 7 11.3%

500万円～
1千万円未満

13 21.0%

1千万円～
3千万円未満

24 38.7%

3千万円～
5千万円未満

5 8.1%

5千万円～
1億円未満

4 6.5%

1億円～
3億円未満

4 6.5%

3億円以上 1 1.6%

小計 62 100.0%

②建設業

資本金の額 社数 ％

個人事業主 5 7.9%

500万円未満 28 44.4%

500万円～
1千万円未満

8 12.7%

1千万円～
3千万円未満

14 22.2%

3千万円～
5千万円未満

4 6.3%

5千万円～
1億円未満

1 1.6%

1億円～
3億円未満

2 3.2%

3億円以上 1 1.6%

小計 63 100.0%

4

7

13

24

5
4 4

1

0

5

10

15

20

25

30

個人事業主 500万円未満 500万円～

1千万円未満

1千万円～

3千万円未満

3千万円～

5千万円未満

5千万円～

1億円未満

1億円～

3億円未満

3億円以上

資本金の額（製造業）(社数)

N=62

5

28

8

14

4

1
2

1

0

5

10

15

20

25

30

個人事業主 500万円未満 500万円～

1千万円未満

1千万円～

3千万円未満

3千万円～

5千万円未満

5千万円～

1億円未満

1億円～

3億円未満

3億円以上

資本金の額（建設業）(社数)

N=63



13

③運輸業

資本金の額 社数 ％

個人事業主 0 0.0%

500万円未満 2 16.7%

500万円～
1千万円未満

4 33.3%

1千万円～
3千万円未満

4 33.3%

3千万円～
5千万円未満

0 0.0%

5千万円～
1億円未満

1 8.3%

1億円～
3億円未満

1 8.3%

3億円以上 0 0.0%

小計 12 100.0%

④卸売業

資本金の額 社数 ％

個人事業主 0 0.0%

500万円未満 1 9.1%

500万円～
1千万円未満

0 0.0%

1千万円～
3千万円未満

5 45.5%

3千万円～
5千万円未満

3 27.3%

5千万円～
1億円未満

1 9.1%

1億円～
3億円未満

1 9.1%

3億円以上 0 0.0%

小計 11 100.0%
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⑤小売業

資本金の額 社数 ％

個人事業主 3 11.5%

500万円未満 7 26.9%

500万円～
1千万円未満

5 19.2%

1千万円～
3千万円未満

7 26.9%

3千万円～
5千万円未満

2 7.7%

5千万円～
1億円未満

2 7.7%

1億円～
3億円未満

0 0.0%

3億円以上 0 0.0%

小計 26 100.0%

⑥飲食業

資本金の額 社数 ％

個人事業主 1 9.1%

500万円未満 3 27.3%

500万円～
1千万円未満

2 18.2%

1千万円～
3千万円未満

3 27.3%

3千万円～
5千万円未満

1 9.1%

5千万円～
1億円未満

0 0.0%

1億円～
3億円未満

0 0.0%

3億円以上 1 9.1%

小計 11 100.0%
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⑦サービス業

資本金の額 社数 ％

個人事業主 3 13.0%

500万円未満 11 47.8%

500万円～
1千万円未満

5 21.7%

1千万円～
3千万円未満

3 13.0%

3千万円～
5千万円未満

0 0.0%

5千万円～
1億円未満

0 0.0%

1億円～
3億円未満

1 4.3%

3億円以上 0 0.0%

小計 23 100.0%

⑧医療・介護

資本金の額 社数 ％

個人事業主 3 17.6%

500万円未満 7 41.2%

500万円～
1千万円未満

2 11.8%

1千万円～
3千万円未満

1 5.9%

3千万円～
5千万円未満

2 11.8%

5千万円～
1億円未満

2 11.8%

1億円～
3億円未満

0 0.0%

3億円以上 0 0.0%

小計 17 100.0%

3

11

5

3

0 0

1

0
0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

個人事業主 500万円未満 500万円～

1千万円未満

1千万円～

3千万円未満

3千万円～

5千万円未満

5千万円～

1億円未満

1億円～

3億円未満

3億円以上

資本金の額（サービス業）(社数)

N=23

3

7

2

1

2 2

0 0
0

1

2

3

4

5

6

7

8

個人事業主 500万円未満 500万円～

1千万円未満

1千万円～

3千万円未満

3千万円～

5千万円未満

5千万円～

1億円未満

1億円～

3億円未満

3億円以上

資本金の額（医療・介護）(社数)

N=17
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⑨不動産業

資本金の額 社数 ％

個人事業主 0 0.0%

500万円未満 10 58.8%

500万円～
1千万円未満

1 5.9%

1千万円～
3千万円未満

4 23.5%

3千万円～
5千万円未満

2 11.8%

5千万円～
1億円未満

0 0.0%

1億円～
3億円未満

0 0.0%

3億円以上 0 0.0%

小計 17 100.0%

⑩その他

資本金の額 社数 ％

個人事業主 6 15.0%

500万円未満 17 42.5%

500万円～
1千万円未満

4 10.0%

1千万円～
3千万円未満

10 25.0%

3千万円～
5千万円未満

1 2.5%

5千万円～
1億円未満

2 5.0%

1億円～
3億円未満

0 0.0%

3億円以上 0 0.0%

小計 40 100.0%

0

10

1

4

2

0 0 0
0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

個人事業主 500万円未満 500万円～

1千万円未満

1千万円～

3千万円未満

3千万円～

5千万円未満

5千万円～

1億円未満

1億円～

3億円未満

3億円以上

資本金の額（不動産業）(社数)

N=17

6

17

4

10

1
2

0 0
0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

個人事業主 500万円未満 500万円～

1千万円未満

1千万円～

3千万円未満

3千万円～

5千万円未満

5千万円～

1億円未満

1億円～

3億円未満

3億円以上

資本金の額（その他）(社数)

N=40



問４ フルタイム労働者数（役員・事業主・正社員・契約
社員・パート・アルバイト・専従者を含む）

フルタイム労働者数については、「1〜4人」が43.3％

で最も多く、次いで「10〜49人」が27.0％、「5〜9人」の

17.1％となっている。フルタイム労働者数が10人未満

の事業所が6割超となっている。

業種別に見ると、不動産業で「1〜4人」の割合が

81.3％と他の業種に比べて多い結果となっている。

資本金の額別にみると、個人事業主では、「１〜

4人」の割合が92.6％となっている。
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0人 0.7%

1〜4人 43.3%

5〜9人
17.1%

10〜49人
27.0%

50〜99人 4.8%

100人以上 7.2%

フルタイム労働者数

N=293

・業種別、資本金の額別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 0 0.0% 17 27.0% 17 27.0% 19 30.2% 1 1.6% 9 14.3% 63

（N=284） 建設業 0 0.0% 30 46.9% 13 20.3% 17 26.6% 1 1.6% 3 4.7% 64

運輸業 0 0.0% 1 9.1% 2 18.2% 5 45.5% 3 27.3% 0 0.0% 11

卸売業 1 10.0% 2 20.0% 1 10.0% 3 30.0% 0 0.0% 3 30.0% 10

小売業 0 0.0% 13 50.0% 4 15.4% 6 23.1% 1 3.8% 2 7.7% 26

飲食業 0 0.0% 5 45.5% 0 0.0% 5 45.5% 0 0.0% 1 9.1% 11

サービス業 1 4.3% 12 52.2% 1 4.3% 6 26.1% 2 8.7% 1 4.3% 23

医療・介護 0 0.0% 5 25.0% 6 30.0% 7 35.0% 1 5.0% 1 5.0% 20

不動産業 0 0.0% 13 81.3% 2 12.5% 1 6.3% 0 0.0% 0 0.0% 16

その他 0 0.0% 23 57.5% 4 10.0% 7 17.5% 5 12.5% 1 2.5% 40

業種別計 2 0.7% 121 42.6% 50 17.6% 76 26.8% 14 4.9% 21 7.4% 284

資本金の額別 個人事業主 0 0.0% 25 92.6% 2 7.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 27

（N=281） ５００万円未満 1 1.1% 63 69.2% 9 9.9% 17 18.7% 1 1.1% 0 0.0% 91

５００万円～１千万円未満 0 0.0% 17 37.8% 15 33.3% 12 26.7% 1 2.2% 0 0.0% 45

１千万円～３千万円未満 1 1.4% 14 19.4% 17 23.6% 30 41.7% 7 9.7% 3 4.2% 72

３千万円～５千万円未満 0 0.0% 3 14.3% 2 9.5% 13 61.9% 0 0.0% 3 14.3% 21

５千万円～１億円未満 0 0.0% 0 0.0% 1 7.7% 1 7.7% 5 38.5% 6 46.2% 13

１億円～３億円未満 0 0.0% 0 0.0% 1 11.1% 2 22.2% 0 0.0% 6 66.7% 9

３億円以上 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 100.0% 3

資本金の額計 2 0.7% 122 43.4% 47 16.7% 75 26.7% 14 5.0% 21 7.5% 281

0人 100人以上50〜99人10〜49人5〜9人
社数合計

1〜4人



問５ フルタイム労働者数のうち非正規社員数

フルタイム労働者数のうち非正規社員数について

は、「0人」と回答した先が59.4％と最も多く、次いで

「1〜4人」が23.1％となっている。

業種別では、不動産業の9割超が、非正規社員数

「0人」と回答している。

資本金の額別でみると、資本金500万円未満の事

業所の「0人」の割合が75.3％と多くなっている。
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0人 59.4%
1〜4人 23.1%

5〜9人 6.8%

10〜49人 7.8%

50〜99人 1.8%
100人以上 1.1%

フルタイム労働者数のうち非正規社員

N=281

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 31 53.4% 13 22.4% 3 5.2% 8 13.8% 2 3.4% 1 1.7% 58

（N=274） 建設業 42 65.6% 16 25.0% 4 6.3% 1 1.6% 1 1.6% 0 0.0% 64

運輸業 7 63.6% 2 18.2% 1 9.1% 1 9.1% 0 0.0% 0 0.0% 11

卸売業 5 50.0% 2 20.0% 1 10.0% 2 20.0% 0 0.0% 0 0.0% 10

小売業 17 65.4% 6 23.1% 1 3.8% 1 3.8% 0 0.0% 1 3.8% 26

飲食業 5 50.0% 3 30.0% 1 10.0% 1 10.0% 0 0.0% 0 0.0% 10

サービス業 12 52.2% 4 17.4% 2 8.7% 4 17.4% 1 4.3% 0 0.0% 23

医療・介護 9 47.4% 5 26.3% 3 15.8% 2 10.5% 0 0.0% 0 0.0% 19

不動産業 13 92.9% 1 7.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 14

その他 22 56.4% 10 25.6% 3 7.7% 2 5.1% 1 2.6% 1 2.6% 39

業種別計 163 59.5% 62 22.6% 19 6.9% 22 8.0% 5 1.8% 3 1.1% 274

資本金の額別 個人事業主 14 60.9% 9 39.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 23

（N=269） ５００万円未満 67 75.3% 15 16.9% 6 6.7% 1 1.1% 0 0.0% 0 0.0% 89

５００万円～１千万円未満 25 59.5% 11 26.2% 2 4.8% 4 9.5% 0 0.0% 0 0.0% 42

１千万円～３千万円未満 42 59.2% 19 26.8% 2 2.8% 6 8.5% 1 1.4% 1 1.4% 71

３千万円～５千万円未満 11 55.0% 4 20.0% 3 15.0% 2 10.0% 0 0.0% 0 0.0% 20

５千万円～１億円未満 4 30.8% 1 7.7% 3 23.1% 3 23.1% 1 7.7% 1 7.7% 13

１億円～３億円未満 1 11.1% 0 0.0% 1 11.1% 4 44.4% 2 22.2% 1 11.1% 9

３億円以上 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 50.0% 1 50.0% 0 0.0% 2

資本金の額計 164 61.0% 59 21.9% 17 6.3% 21 7.8% 5 1.9% 3 1.1% 269

常用従業員数別 0人 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2

（N=281） 1〜4人 90 76.3% 28 23.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 118

5〜9人 28 56.0% 18 36.0% 4 8.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 50

10〜49人 37 47.4% 17 21.8% 12 15.4% 12 15.4% 0 0.0% 0 0.0% 78

50〜99人 6 42.9% 1 7.1% 1 7.1% 5 35.7% 1 7.1% 0 0.0% 14

100人以上 4 21.1% 1 5.3% 2 10.5% 5 26.3% 4 21.1% 3 15.8% 19

常用従業員数別計 167 59.4% 65 23.1% 19 6.8% 22 7.8% 5 1.8% 3 1.1% 281

100人以上
社数合計

0人 1〜4人 5〜9人 10〜49人 50〜99人



問６ フルタイム以外の労働者数（パート・アルバイト等）

フルタイム以外の労働者数については、「0人」と回答

した先が、41.4％で最も多く、次いで「1〜4人」の33.8％

となっている。

業種別にみると、飲食業、医療・介護で、フルタイム以

外の労働者を雇用している割合が9割以上となる。一方

不動産業では、「0人」と回答した先が8割以上となってい

る。

資本金の額別

では、資本金の

額が大きくなるに

つれ、フルタイム

以外の労働者を

雇用している割

合が多い傾向

にある。

19

0人 41.4%

1〜4人 33.8%

5〜9人 10.4%

10〜49人 11.2%

50〜99人 1.4% 100人以上 1.8%

フルタイム以外の労働者数

N=278

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 19 31.7% 27 45.0% 5 8.3% 7 11.7% 1 1.7% 1 1.7% 60

（N=271） 建設業 30 50.0% 22 36.7% 7 11.7% 1 1.7% 0 0.0% 0 0.0% 60

運輸業 6 54.5% 5 45.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 11

卸売業 7 70.0% 1 10.0% 1 10.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 10.0% 10

小売業 8 33.3% 9 37.5% 1 4.2% 5 20.8% 0 0.0% 1 4.2% 24

飲食業 1 9.1% 0 0.0% 5 45.5% 3 27.3% 0 0.0% 2 18.2% 11

サービス業 8 36.4% 3 13.6% 4 18.2% 6 27.3% 1 4.5% 0 0.0% 22

医療・介護 1 5.0% 9 45.0% 2 10.0% 8 40.0% 0 0.0% 0 0.0% 20

不動産業 12 85.7% 1 7.1% 1 7.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 14

その他 18 46.2% 15 38.5% 3 7.7% 1 2.6% 2 5.1% 0 0.0% 39

業種別計 110 40.6% 92 33.9% 29 10.7% 31 11.4% 4 1.5% 5 1.8% 271

資本金の額別 個人事業主 13 61.9% 8 38.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 21

（N=266） ５００万円未満 39 44.3% 32 36.4% 8 9.1% 9 10.2% 0 0.0% 0 0.0% 88

５００万円～１千万円未満 20 47.6% 12 28.6% 6 14.3% 2 4.8% 1 2.4% 1 2.4% 42

１千万円～３千万円未満 30 41.7% 24 33.3% 5 6.9% 9 12.5% 3 4.2% 1 1.4% 72

３千万円～５千万円未満 7 35.0% 8 40.0% 3 15.0% 1 5.0% 0 0.0% 1 5.0% 20

５千万円～１億円未満 1 8.3% 2 16.7% 4 33.3% 5 41.7% 0 0.0% 0 0.0% 12

１億円～３億円未満 1 12.5% 3 37.5% 1 12.5% 2 25.0% 0 0.0% 1 12.5% 8

３億円以上 0 0.0% 1 33.3% 1 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 1 33.3% 3

資本金の額計 111 41.7% 90 33.8% 28 10.5% 28 10.5% 4 1.5% 5 1.9% 266

常用従業員数別 0人 0 0.0% 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2

（N=277） 1〜4人 71 61.2% 32 27.6% 9 7.8% 4 3.4% 0 0.0% 0 0.0% 116

5〜9人 18 37.5% 22 45.8% 4 8.3% 4 8.3% 0 0.0% 0 0.0% 48

10〜49人 21 26.9% 29 37.2% 9 11.5% 15 19.2% 2 2.6% 2 2.6% 78

50〜99人 2 14.3% 6 42.9% 2 14.3% 3 21.4% 1 7.1% 0 0.0% 14

100人以上 3 15.8% 2 10.5% 5 26.3% 5 26.3% 1 5.3% 3 15.8% 19

常用従業員数別計 115 41.5% 93 33.6% 29 10.5% 31 11.2% 4 1.4% 5 1.8% 277

0人 1〜4人 5〜9人 10〜49人 50〜99人 100人以上
社数合計



問７ 従業員の過不足

従業員の過不足については、「適正」と回答した事業所が58.2％と最も多く、次いで「不足」が

40.4％となった。一方、「過剰」と回答した事業所は1.3％に留まった。

業種別にみると、飲食業（63.6％）、建設業（60.9％）、運輸業（58.3％）で「不足」とする割合が

多くなっている。

資本金の額別では、５千万円以上の事業所で、不足と回答している割合が多い。

20

不足
40.4%

適正
58.2%

過剰 1.3%

従業員の過不足

N=297

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 17 26.2% 47 72.3% 1 1.5% 65

（N=288） 建設業 39 60.9% 24 37.5% 1 1.6% 64

運輸業 7 58.3% 5 41.7% 0 0.0% 12

卸売業 4 36.4% 7 63.6% 0 0.0% 11

小売業 5 20.0% 19 76.0% 1 4.0% 25

飲食業 7 63.6% 4 36.4% 0 0.0% 11

サービス業 8 34.8% 15 65.2% 0 0.0% 23

医療・介護 9 45.0% 11 55.0% 0 0.0% 20

不動産業 2 12.5% 14 87.5% 0 0.0% 16

その他 19 46.3% 22 53.7% 0 0.0% 41

業種別計 117 40.6% 168 58.3% 3 1.0% 288

資本金の額別 個人事業主 8 33.3% 16 66.7% 0 0.0% 24

（N=285） ５００万円未満 35 37.6% 56 60.2% 2 2.2% 93

５００万円～１千万円未満 18 40.0% 27 60.0% 0 0.0% 45

１千万円～３千万円未満 29 37.7% 47 61.0% 1 1.3% 77

３千万円～５千万円未満 7 33.3% 13 61.9% 1 4.8% 21

５千万円～１億円未満 8 61.5% 5 38.5% 0 0.0% 13

１億円～３億円未満 6 66.7% 3 33.3% 0 0.0% 9

３億円以上 3 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 3

資本金の額計 114 40.0% 167 58.6% 4 1.4% 285

常用従業員数別 0人 0 0.0% 2 100.0% 0 0.0% 2

（N=289） 1〜4人 36 29.3% 85 69.1% 2 1.6% 123

5〜9人 21 42.0% 29 58.0% 0 0.0% 50

10〜49人 41 51.9% 36 45.6% 2 2.5% 79

50〜99人 8 57.1% 6 42.9% 0 0.0% 14

100人以上 12 57.1% 9 42.9% 0 0.0% 21

常用従業員数別計 118 40.8% 167 57.8% 4 1.4% 289

不足 過剰適正
社数合計



問８ 従業員が過不足の場合の今後の方針（複数回答）

従業員が不足していると回答した事業所では、「社員を採用する」が60.0％と最も多く、次

いで「パート・アルバイトを採用する」（27.5％）、「資金不足のため採用することができない」

（10.0％）と続いている。

業種別でみると、「社員を採用する」は、建設業（87.2％）、卸売業（75.0％）、運輸業

（71.4％）、製造業（64.7％）で多くなっている。「パート・アルバイトを採用する」は、飲食業

（85.7％）、サービス業（75.0％）、医療・介護（55.6％）などと非製造業で多くなっている。
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今後の方針（従業員数が不足の場合）

(回答数)

N=120

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 11 64.7% 6 35.3% 0 0.0% 2 11.8% 0 0.0% 17

（N=117） 建設業 34 87.2% 4 10.3% 3 7.7% 0 0.0% 2 5.1% 39

運輸業 5 71.4% 0 0.0% 1 14.3% 0 0.0% 1 14.3% 7

卸売業 3 75.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 25.0% 4

小売業 1 20.0% 2 40.0% 2 40.0% 0 0.0% 0 0.0% 5

飲食業 2 28.6% 6 85.7% 0 0.0% 0 0.0% 1 14.3% 7

サービス業 3 37.5% 6 75.0% 1 12.5% 0 0.0% 1 12.5% 8

医療・介護 6 66.7% 5 55.6% 1 11.1% 0 0.0% 0 0.0% 9

不動産業 1 50.0% 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2

その他 5 26.3% 3 15.8% 3 15.8% 3 15.8% 5 26.3% 19

業種別計 71 60.7% 33 28.2% 11 9.4% 5 4.3% 11 9.4% 117

資本金の額別 個人事業主 1 12.5% 1 12.5% 2 25.0% 2 25.0% 2 25.0% 8

（N=114） ５００万円未満 20 57.1% 10 28.6% 4 11.4% 1 2.9% 3 8.6% 35

５００万円～１千万円未満 9 50.0% 6 33.3% 3 16.7% 0 0.0% 2 11.1% 18

１千万円～３千万円未満 21 72.4% 8 27.6% 2 6.9% 1 3.4% 2 6.9% 29

３千万円～５千万円未満 5 71.4% 2 28.6% 0 0.0% 0 0.0% 1 14.3% 7

５千万円～１億円未満 7 87.5% 1 12.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 8

１億円～３億円未満 4 66.7% 2 33.3% 0 0.0% 1 16.7% 0 0.0% 6

３億円以上 2 66.7% 1 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3

資本金の額計 69 60.5% 31 27.2% 11 9.6% 5 4.4% 10 8.8% 114

常用従業員数別 0人 0 -          0 -          0 -          0 -          0 -          0

（N=118） 1〜4人 15 41.7% 5 13.9% 7 19.4% 3 8.3% 7 19.4% 36

5〜9人 15 71.4% 6 28.6% 1 4.8% 2 9.5% 2 9.5% 21

10〜49人 25 61.0% 16 39.0% 3 7.3% 1 2.4% 2 4.9% 41

50〜99人 6 75.0% 3 37.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 8

100人以上 10 83.3% 3 25.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 12

常用従業員数別計 71 60.2% 33 28.0% 11 9.3% 6 5.1% 11 9.3% 118

社数合計
その他未定

資金不足のため採用
することができない

パート・アルバイトを
採用する

社員を採用する



従業員数が「過剰」であると回答した事業所は、４件となっているが、「人員削減

を図る」と回答した先が１件、他「未定」が3件となっている。
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問９ 営業年数

営業年数は、「10年〜20年未満」

が20.3％と最も多く、次いで「30年

〜40年未満」18.6％、「40年〜50年

未満」15.6％、「20年〜30年未満」

13.3％と続いている。
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１年未満

2.0% １年～５年未満

6.6%

５年～１０年未満

9.6%

１０年～２０年未満

20.3%

２０年～３０年未満

13.3%

３０年～４０年未満

18.6%

４０年～５０年未満

15.6%

５０年以上

14.0%

営業年数

N=301

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 0 0.0% 3 4.7% 2 3.1% 8 12.5% 5 7.8% 16 25.0% 14 21.9% 16 25.0% 64

（N=292） 建設業 1 1.5% 3 4.6% 6 9.2% 18 27.7% 14 21.5% 6 9.2% 6 9.2% 11 16.9% 65

運輸業 0 0.0% 1 8.3% 4 33.3% 2 16.7% 1 8.3% 1 8.3% 2 16.7% 1 8.3% 12

卸売業 0 0.0% 1 9.1% 0 0.0% 2 18.2% 0 0.0% 2 18.2% 3 27.3% 3 27.3% 11

小売業 0 0.0% 1 3.8% 4 15.4% 4 15.4% 1 3.8% 6 23.1% 5 19.2% 5 19.2% 26

飲食業 1 9.1% 1 9.1% 1 9.1% 2 18.2% 1 9.1% 2 18.2% 3 27.3% 0 0.0% 11

サービス業 1 4.2% 3 12.5% 4 16.7% 5 20.8% 4 16.7% 4 16.7% 2 8.3% 1 4.2% 24

医療・介護 1 5.0% 2 10.0% 4 20.0% 7 35.0% 4 20.0% 1 5.0% 1 5.0% 0 0.0% 20

不動産業 1 5.9% 2 11.8% 1 5.9% 3 17.6% 1 5.9% 4 23.5% 4 23.5% 1 5.9% 17

その他 1 2.4% 2 4.8% 3 7.1% 8 19.0% 9 21.4% 9 21.4% 6 14.3% 4 9.5% 42

業種別計 6 2.1% 19 6.5% 29 9.9% 59 20.2% 40 13.7% 51 17.5% 46 15.8% 42 14.4% 292

資本金の額別 個人事業主 0 0.0% 2 7.4% 2 7.4% 2 7.4% 7 25.9% 6 22.2% 4 14.8% 4 14.8% 27

（N=289） ５００万円未満 2 2.1% 10 10.5% 13 13.7% 26 27.4% 14 14.7% 16 16.8% 7 7.4% 7 7.4% 95

５００万円～１千万円未満 2 4.4% 2 4.4% 4 8.9% 11 24.4% 2 4.4% 15 33.3% 6 13.3% 3 6.7% 45

１千万円～３千万円未満 1 1.3% 5 6.6% 3 3.9% 14 18.4% 9 11.8% 11 14.5% 17 22.4% 16 21.1% 76

３千万円～５千万円未満 1 4.8% 1 4.8% 2 9.5% 2 9.5% 2 9.5% 2 9.5% 5 23.8% 6 28.6% 21

５千万円～１億円未満 0 0.0% 0 0.0% 1 7.7% 3 23.1% 1 7.7% 3 23.1% 2 15.4% 3 23.1% 13

１億円～３億円未満 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 22.2% 1 11.1% 4 44.4% 2 22.2% 9

３億円以上 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 33.3% 0 0.0% 1 33.3% 1 33.3% 3

資本金の額計 6 2.1% 20 6.9% 25 8.7% 58 20.1% 38 13.1% 54 18.7% 46 15.9% 42 14.5% 289

常用従業員数別 0人 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 2

（N=293） 1〜4人 6 4.7% 11 8.7% 14 11.0% 25 19.7% 19 15.0% 24 18.9% 16 12.6% 12 9.4% 127

5〜9人 0 0.0% 6 12.0% 3 6.0% 15 30.0% 7 14.0% 9 18.0% 4 8.0% 6 12.0% 50

10〜49人 0 0.0% 2 2.5% 9 11.4% 14 17.7% 8 10.1% 15 19.0% 17 21.5% 14 17.7% 79

50〜99人 0 0.0% 0 0.0% 3 21.4% 3 21.4% 3 21.4% 2 14.3% 1 7.1% 2 14.3% 14

100人以上 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.8% 2 9.5% 4 19.0% 8 38.1% 6 28.6% 21

常用従業員数別計 6 2.0% 19 6.5% 29 9.9% 58 19.8% 39 13.3% 56 19.1% 46 15.7% 40 13.7% 293

社数合計
１０年～５年～ ５０年以上４０年～３０年～２０年～１年～１年未満



問１０ 主な業種

主な業種については、「建設業」

が65事業所、22.2％と最も多い。

次いで、「小売業」の26事業所、

8.9％となっている。

また、業種を製造業と非製造業

に区分すると、製造業が65事業所

22.2％、非製造業が228事業所

77.8％となっている。
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1.4% 5.1% 1.0% 3.1% 2.4% 2.7% 1.4% 0.7% 4.4% 22.2% 4.1% 3.8% 8.9% 3.8% 1.0% 6.8% 3.8% 2.4% 1.0% 5.8% 0.0% 14.3%

製造業 非製造業

65社　　22.2% 228社　　77.8%

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

資本金の額別 個人事業主 4 16.0% 5 20.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 12.0% 1 4.0% 3 12.0% 3 12.0% 0 0.0% 6 24.0% 25

（N=282） ５００万円未満 7 7.5% 28 30.1% 2 2.2% 1 1.1% 7 7.5% 3 3.2% 11 11.8% 7 7.5% 10 10.8% 17 18.3% 93

５００万円～１千万円未満 13 29.5% 8 18.2% 4 9.1% 0 0.0% 5 11.4% 2 4.5% 5 11.4% 2 4.5% 1 2.3% 4 9.1% 44

１千万円～３千万円未満 24 32.0% 14 18.7% 4 5.3% 5 6.7% 7 9.3% 3 4.0% 3 4.0% 1 1.3% 4 5.3% 10 13.3% 75

３千万円～５千万円未満 5 25.0% 4 20.0% 0 0.0% 3 15.0% 2 10.0% 1 5.0% 0 0.0% 2 10.0% 2 10.0% 1 5.0% 20

５千万円～１億円未満 4 30.8% 1 7.7% 1 7.7% 1 7.7% 2 15.4% 0 0.0% 0 0.0% 2 15.4% 0 0.0% 2 15.4% 13

１億円～３億円未満 4 44.4% 2 22.2% 1 11.1% 1 11.1% 0 0.0% 0 0.0% 1 11.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 9

３億円以上 1 33.3% 1 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3

資本金の額計 62 22.0% 63 22.3% 12 4.3% 11 3.9% 26 9.2% 11 3.9% 23 8.2% 17 6.0% 17 6.0% 40 14.2% 282

常用従業員数別 0人 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2

（N=284） 1〜4人 17 14.0% 30 24.8% 1 0.8% 2 1.7% 13 10.7% 5 4.1% 12 9.9% 5 4.1% 13 10.7% 23 19.0% 121

5〜9人 17 34.0% 13 26.0% 2 4.0% 1 2.0% 4 8.0% 0 0.0% 1 2.0% 6 12.0% 2 4.0% 4 8.0% 50

10〜49人 19 25.0% 17 22.4% 5 6.6% 3 3.9% 6 7.9% 5 6.6% 6 7.9% 7 9.2% 1 1.3% 7 9.2% 76

50〜99人 1 7.1% 1 7.1% 3 21.4% 0 0.0% 1 7.1% 0 0.0% 2 14.3% 1 7.1% 0 0.0% 5 35.7% 14

100人以上 9 42.9% 3 14.3% 0 0.0% 3 14.3% 2 9.5% 1 4.8% 1 4.8% 1 4.8% 0 0.0% 1 4.8% 21

常用従業員数別計 63 22.2% 64 22.5% 11 3.9% 10 3.5% 26 9.2% 11 3.9% 23 8.1% 20 7.0% 16 5.6% 40 14.1% 284

社数合計
その他不動産業医療・介護サービス業飲食業小売業卸売業運輸業建設業製造業



問１１ 経営者・事業主の年代

経営者・事業主の年代では、60歳代が32.4％で

最も多く、次いで50歳代が24.2％、40歳代が

20.8％、70歳代が18.1％となっている。また、60歳

以上の割合が5割を越えている一方、40歳未満

（20歳代、30歳代）は2.3％と僅かである。

業種別にみると、40歳代は、卸売業（45.5％）、

飲食業（36.4％）と多くなっている。50歳代は、医

療・介護（40.0％）、60歳代は、不動産業（76.5％）、

運輸業（41.7％）と多くなっている。
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２０歳代
0.3% ３０歳代

2.0%

４０歳代
20.8%

５０歳代
24.2%６０歳代

32.4%

７０歳代
18.1%

８０歳代以上
2.0%

経営者・事業主の年代

N=293

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 0 0.0% 2 3.1% 15 23.1% 15 23.1% 16 24.6% 14 21.5% 3 4.6% 65

（N=291） 建設業 0 0.0% 1 1.5% 19 29.2% 19 29.2% 21 32.3% 5 7.7% 0 0.0% 65

運輸業 0 0.0% 1 8.3% 3 25.0% 3 25.0% 5 41.7% 0 0.0% 0 0.0% 12

卸売業 1 9.1% 0 0.0% 5 45.5% 1 9.1% 3 27.3% 1 9.1% 0 0.0% 11

小売業 0 0.0% 1 4.0% 3 12.0% 7 28.0% 9 36.0% 5 20.0% 0 0.0% 25

飲食業 0 0.0% 0 0.0% 4 36.4% 1 9.1% 2 18.2% 4 36.4% 0 0.0% 11

サービス業 0 0.0% 0 0.0% 6 25.0% 4 16.7% 9 37.5% 4 16.7% 1 4.2% 24

医療・介護 0 0.0% 1 5.0% 1 5.0% 8 40.0% 5 25.0% 5 25.0% 0 0.0% 20

不動産業 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 5.9% 13 76.5% 3 17.6% 0 0.0% 17

その他 0 0.0% 0 0.0% 5 12.2% 12 29.3% 11 26.8% 11 26.8% 2 4.9% 41

業種別計 1 0.3% 6 2.1% 61 21.0% 71 24.4% 94 32.3% 52 17.9% 6 2.1% 291

資本金の額別 個人事業主 0 0.0% 1 4.0% 1 4.0% 8 32.0% 5 20.0% 9 36.0% 1 4.0% 25

（N=283） ５００万円未満 0 0.0% 1 1.1% 20 21.3% 19 20.2% 31 33.0% 22 23.4% 1 1.1% 94

５００万円～１千万円未満 0 0.0% 3 6.8% 10 22.7% 12 27.3% 9 20.5% 10 22.7% 0 0.0% 44

１千万円～３千万円未満 0 0.0% 1 1.3% 21 27.6% 19 25.0% 26 34.2% 7 9.2% 2 2.6% 76

３千万円～５千万円未満 0 0.0% 0 0.0% 1 5.0% 6 30.0% 12 60.0% 1 5.0% 0 0.0% 20

５千万円～１億円未満 1 8.3% 0 0.0% 3 25.0% 2 16.7% 4 33.3% 2 16.7% 0 0.0% 12

１億円～３億円未満 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 22.2% 6 66.7% 0 0.0% 1 11.1% 9

３億円以上 0 0.0% 0 0.0% 2 66.7% 0 0.0% 1 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 3

資本金の額計 1 0.4% 6 2.1% 58 20.5% 68 24.0% 94 33.2% 51 18.0% 5 1.8% 283

常用従業員数別 0人 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 50.0% 1 50.0% 0 0.0% 2

（N=284） 1〜4人 0 0.0% 3 2.5% 21 17.4% 23 19.0% 39 32.2% 32 26.4% 3 2.5% 121

5〜9人 0 0.0% 1 2.0% 13 26.0% 16 32.0% 12 24.0% 8 16.0% 0 0.0% 50

10〜49人 0 0.0% 1 1.3% 19 24.7% 24 31.2% 25 32.5% 7 9.1% 1 1.3% 77

50〜99人 0 0.0% 0 0.0% 3 21.4% 6 42.9% 3 21.4% 1 7.1% 1 7.1% 14

100人以上 1 5.0% 0 0.0% 3 15.0% 2 10.0% 11 55.0% 2 10.0% 1 5.0% 20

常用従業員数別計 1 0.4% 5 1.8% 59 20.8% 71 25.0% 91 32.0% 51 18.0% 6 2.1% 284

社数合計
４０歳代３０歳代２０歳代 ８０歳代以上７０歳代６０歳代５０歳代



問１２ 商工会への加入状況

商工会への加入状況については、約3分の2が

「加入している」と回答している。

業種別にみると、「加入している」は、飲食業

90.9％、製造業78.1％、卸売業72.7％などで多く

なっている。「未加入」は、不動産業が64.7％、サー

ビス業が58.3％と多くなってる。
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64.0%

未加入
36.0%

商工会への加入

N=292

加入 未加入 合計 加入率(％)

全体 187 105 292 64.0%

業種別

加入 未加入 合計 加入率(％)

製造業 50 14 64 78.1%

建設業 45 20 65 69.2%

運輸業 6 5 11 54.5%

卸売業 8 3 11 72.7%

小売業 17 8 25 68.0%

飲食業 10 1 11 90.9%

サービス業 10 14 24 41.7%

医療・介護 12 8 20 60.0%

不動産業 6 11 17 35.3%

その他 22 20 42 52.4%

小計 186 104 290 64.1%
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資本金の額別

加入 未加入 合計 加入率(％)

個人事業主 16 9 25 64.0%

500万円未満 54 40 94 57.4%

500万円～
1千万円未満

31 13 44 70.5%

1千万円～
3千万円未満

49 27 76 64.5%

3千万円～
5千万円未満

16 4 20 80.0%

5千万円～
1億円未満

7 5 12 58.3%

1億円～
3億円未満

4 3 7 57.1%

3億円以上 2 1 3 66.7%

小計 179 102 281 63.7%

常用従業員数別

加入 未加入 合計 加入率(％)

0人 1 1 2 50.0%

1〜4人 71 51 122 58.2%

5〜9人 37 13 50 74.0%

10〜49人 56 20 76 73.7%

50〜99人 7 7 14 50.0%

100人以上 13 6 19 68.4%

小計 185 98 283 65.4%
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資本金の額別・商工会加入状況
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N=281

1

71

37

56

7 131

51

13

20

7
6

0

20

40

60

80

100

120

140

0人 1〜4人 5〜9人 10〜49人 50〜99人 100人以上

常用従業員数別・商工会加入状況

加入 未加入

(社数)

N=283



問１３ インターネットを利用した受発注

インターネットを利用した受発注については、46.7%が「すでに実施している」と回答している。

一方、「予定なし」と回答した先は、32.5%となっている。

業種別にみると、「すでに実施している」は、飲食業が72.7％、小売業が69.2％と多くなっている。

資本金の額別でみると、資本金の額が大きくなるにつれ、インターネットを利用した受発注を実

施している割合が多い傾向にある。

常用従業員数別にみても、同様に従業員数が多くなるにつれ、インターネットを利用した受発注

を実施している割合が多い傾向にある。
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すでに実施している
46.7%

検討中
5.9%

未定
14.9%

予定なし
32.5%

インターネットを利用した受発注

N=289

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 29 46.8% 3 4.8% 13 21.0% 17 27.4% 62

（N=288） 建設業 29 44.6% 7 10.8% 13 20.0% 16 24.6% 65

運輸業 5 41.7% 0 0.0% 3 25.0% 4 33.3% 12

卸売業 3 27.3% 1 9.1% 1 9.1% 6 54.5% 11

小売業 18 69.2% 0 0.0% 3 11.5% 5 19.2% 26

飲食業 8 72.7% 0 0.0% 1 9.1% 2 18.2% 11

サービス業 13 54.2% 2 8.3% 0 0.0% 9 37.5% 24

医療・介護 5 26.3% 1 5.3% 5 26.3% 8 42.1% 19

不動産業 3 17.6% 1 5.9% 0 0.0% 13 76.5% 17

その他 21 51.2% 2 4.9% 4 9.8% 14 34.1% 41

業種別計 134 46.5% 17 5.9% 43 14.9% 94 32.6% 288

資本金の額別 個人事業主 8 33.3% 1 4.2% 3 12.5% 12 50.0% 24

（N=278） ５００万円未満 36 39.1% 5 5.4% 14 15.2% 37 40.2% 92

５００万円～１千万円未満 21 48.8% 3 7.0% 8 18.6% 11 25.6% 43

１千万円～３千万円未満 37 49.3% 5 6.7% 11 14.7% 22 29.3% 75

３千万円～５千万円未満 13 65.0% 1 5.0% 2 10.0% 4 20.0% 20

５千万円～１億円未満 9 69.2% 1 7.7% 2 15.4% 1 7.7% 13

１億円～３億円未満 5 62.5% 1 12.5% 0 0.0% 2 25.0% 8

３億円以上 2 66.7% 0 0.0% 1 33.3% 0 0.0% 3

資本金の額計 131 47.1% 17 6.1% 41 14.7% 89 32.0% 278

常用従業員数別 0人 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 100.0% 2

（N=281） 1〜4人 51 42.5% 6 5.0% 17 14.2% 46 38.3% 120

5〜9人 24 48.0% 1 2.0% 11 22.0% 14 28.0% 50

10〜49人 36 48.6% 8 10.8% 9 12.2% 21 28.4% 74

50〜99人 11 78.6% 0 0.0% 0 0.0% 3 21.4% 14

100人以上 13 61.9% 2 9.5% 4 19.0% 2 9.5% 21

常用従業員数別計 135 48.0% 17 6.0% 41 14.6% 88 31.3% 281

社数合計
予定なし未定検討中すでに実施している



問１４ 主な取引先の所在地 （複数回答）

「主な取引先の所在地」については、「県内」と回答した先が170件と最も多く、全体の約6割

近くとなっている。次いで、「県外」が108先で約4割、「町内」46件で2割弱となっている。

業種別にみると、「町内」は、不動産業が41.2％と多くなっている。「県外」は、卸売業が、

72.7％、製造業が64.1％と多くなっている。

資本金の額別で見ると、資本金５千万円以上の事業所では、「町内」と回答した先は0.0％と

なった。

29

46

170

108

0

50

100

150

200

町内 県内 県外

主な取引先の所在地(回答数)

N=290

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 6 9.4% 30 46.9% 41 64.1% 64

（N=288） 建設業 7 10.9% 45 70.3% 21 32.8% 64

運輸業 2 16.7% 9 75.0% 2 16.7% 12

卸売業 0 0.0% 7 63.6% 8 72.7% 11

小売業 3 12.0% 17 68.0% 6 24.0% 25

飲食業 1 9.1% 7 63.6% 3 27.3% 11

サービス業 4 16.7% 11 45.8% 10 41.7% 24

医療・介護 6 31.6% 13 68.4% 1 5.3% 19

不動産業 7 41.2% 8 47.1% 2 11.8% 17

その他 10 24.4% 21 51.2% 14 34.1% 41

業種別計 46 16.0% 168 58.3% 108 37.5% 288

資本金の額別 個人事業主 5 22.7% 17 77.3% 2 9.1% 22

（N=279） ５００万円未満 19 20.4% 55 59.1% 25 26.9% 93

５００万円～１千万円未満 6 14.0% 31 72.1% 14 32.6% 43

１千万円～３千万円未満 7 9.2% 41 53.9% 37 48.7% 76

３千万円～５千万円未満 4 20.0% 11 55.0% 10 50.0% 20

５千万円～１億円未満 0 0.0% 5 38.5% 9 69.2% 13

１億円～３億円未満 0 0.0% 4 44.4% 6 66.7% 9

３億円以上 0 0.0% 2 66.7% 2 66.7% 3

資本金の額計 41 14.7% 166 59.5% 105 37.6% 279

常用従業員数別 0人 1 50.0% 0 0.0% 1 50.0% 2

（N=281） 1〜4人 21 17.6% 76 63.9% 30 25.2% 119

5〜9人 7 14.3% 29 59.2% 22 44.9% 49

10〜49人 14 18.4% 45 59.2% 28 36.8% 76

50〜99人 0 0.0% 9 64.3% 5 35.7% 14

100人以上 1 4.8% 8 38.1% 18 85.7% 21

常用従業員数別計 44 15.7% 167 59.4% 104 37.0% 281

県外県内町内
社数合計



問１５ 直近の年間売上高

直近の年間売上高は、「1億円～５億円

未満」と回答した先が28.3％と最も多く、

次いで「1千万円～3千万円未満（15.7％）、

「5千万円～1億円未満」（11.2％）、「3千万

円～5千万円未満」（10.8％）となっている。
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N=286

(社数)

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 5 8.1% 3 4.8% 4 6.5% 7 11.3% 9 14.5% 18 29.0% 3 4.8% 5 8.1% 1 1.6% 7 11.3% 62

（N=284） 建設業 1 1.5% 3 4.6% 13 20.0% 11 16.9% 8 12.3% 20 30.8% 3 4.6% 2 3.1% 0 0.0% 4 6.2% 65

運輸業 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 9.1% 7 63.6% 2 18.2% 0 0.0% 1 9.1% 0 0.0% 11

卸売業 0 0.0% 0 0.0% 3 27.3% 1 9.1% 0 0.0% 1 9.1% 2 18.2% 1 9.1% 0 0.0% 3 27.3% 11

小売業 1 4.0% 2 8.0% 4 16.0% 1 4.0% 1 4.0% 8 32.0% 2 8.0% 4 16.0% 0 0.0% 2 8.0% 25

飲食業 1 9.1% 1 9.1% 2 18.2% 1 9.1% 1 9.1% 3 27.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 18.2% 11

サービス業 4 16.7% 4 16.7% 6 25.0% 3 12.5% 1 4.2% 5 20.8% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 4.2% 24

医療・介護 3 15.0% 1 5.0% 0 0.0% 2 10.0% 7 35.0% 6 30.0% 0 0.0% 1 5.0% 0 0.0% 0 0.0% 20

不動産業 3 18.8% 1 6.3% 5 31.3% 3 18.8% 0 0.0% 4 25.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 16

その他 10 25.6% 4 10.3% 7 17.9% 2 5.1% 4 10.3% 8 20.5% 1 2.6% 2 5.1% 1 2.6% 0 0.0% 39

業種別計 28 9.9% 19 6.7% 44 15.5% 31 10.9% 32 11.3% 80 28.2% 13 4.6% 15 5.3% 3 1.1% 19 6.7% 284

資本金の額別 個人事業主 9 37.5% 4 16.7% 8 33.3% 0 0.0% 3 12.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 24

（N=276） ５００万円未満 14 14.9% 11 11.7% 22 23.4% 19 20.2% 11 11.7% 16 17.0% 1 1.1% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 94

５００万円～１千万円未満 0 0.0% 1 2.4% 7 16.7% 9 21.4% 6 14.3% 18 42.9% 1 2.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 42

１千万円～３千万円未満 4 5.5% 2 2.7% 7 9.6% 2 2.7% 8 11.0% 35 47.9% 6 8.2% 5 6.8% 1 1.4% 3 4.1% 73

３千万円～５千万円未満 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 5.3% 4 21.1% 5 26.3% 5 26.3% 1 5.3% 3 15.8% 19

５千万円～１億円未満 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 23.1% 0 0.0% 5 38.5% 1 7.7% 4 30.8% 13

１億円～３億円未満 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 25.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 6 75.0% 8

３億円以上 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3 100.0% 3

資本金の額計 27 9.8% 18 6.5% 44 15.9% 30 10.9% 29 10.5% 78 28.3% 13 4.7% 15 5.4% 3 1.1% 19 6.9% 276

常用従業員数別 0人 0 0.0% 0 0.0% 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2

（N=278） 1〜4人 21 17.6% 17 14.3% 40 33.6% 19 16.0% 9 7.6% 11 9.2% 0 0.0% 1 0.8% 0 0.0% 1 0.8% 119

5〜9人 1 2.0% 0 0.0% 0 0.0% 9 18.0% 14 28.0% 25 50.0% 0 0.0% 1 2.0% 0 0.0% 0 0.0% 50

10〜49人 1 1.4% 1 1.4% 1 1.4% 3 4.1% 9 12.3% 41 56.2% 9 12.3% 7 9.6% 0 0.0% 1 1.4% 73

50〜99人 0 0.0% 0 0.0% 1 7.1% 0 0.0% 0 0.0% 4 28.6% 3 21.4% 4 28.6% 2 14.3% 0 0.0% 14

100人以上 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 10.0% 1 5.0% 17 85.0% 20

常用従業員数別計 23 8.3% 18 6.5% 44 15.8% 31 11.2% 32 11.5% 81 29.1% 12 4.3% 15 5.4% 3 1.1% 19 6.8% 278

社数合計
１億円～５千万円～ ３０億円以上２０億円～５億円～３千万円～１千万円～５００万円～５００万円未満 １０億円～



問１６ １年前（前期）と比べた年間の売上、収益状況

（１）売上高

1年前（前期）と比較した売上高については、「変わらない」（38.2％）と回答した事業所が最

も多く、「減少」（31.6％）と「増加」（30.2％）は、ほぼ同じ割合となっている。

業種別でみると、「増加」は、運輸業で66.7％と最も高く、次いでサービス業41.7％、医療・介

護40.0％となっている。「減少」は、卸売業の54.5％、小売業の46.2％で割合が高くなっている。

資本金の額別で見ると、個人事業主では、「減少」と回答した先が50.0％と多く、資本金 「５

千万円〜１億円」の事業所では、「増加」と回答した先が、46.2％と多くなっている。
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増加
30.2%

変わらない
38.2%

減少
31.6%

１年前（前期）と比較した売上高

N=288

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 17 27.9% 20 32.8% 24 39.3% 61

（N=286） 建設業 17 26.2% 30 46.2% 18 27.7% 65

運輸業 8 66.7% 2 16.7% 2 16.7% 12

卸売業 2 18.2% 3 27.3% 6 54.5% 11

小売業 6 23.1% 8 30.8% 12 46.2% 26

飲食業 3 27.3% 5 45.5% 3 27.3% 11

サービス業 10 41.7% 8 33.3% 6 25.0% 24

医療・介護 8 40.0% 9 45.0% 3 15.0% 20

不動産業 1 6.3% 11 68.8% 4 25.0% 16

その他 15 37.5% 13 32.5% 12 30.0% 40

業種別計 87 30.4% 109 38.1% 90 31.5% 286

資本金の額別 個人事業主 4 16.7% 8 33.3% 12 50.0% 24

（N=278） ５００万円未満 21 22.3% 43 45.7% 30 31.9% 94

５００万円～１千万円未満 17 39.5% 16 37.2% 10 23.3% 43

１千万円～３千万円未満 27 36.5% 25 33.8% 22 29.7% 74

３千万円～５千万円未満 4 21.1% 8 42.1% 7 36.8% 19

５千万円～１億円未満 6 46.2% 3 23.1% 4 30.8% 13

１億円～３億円未満 2 25.0% 5 62.5% 1 12.5% 8

３億円以上 1 33.3% 0 0.0% 2 66.7% 3

資本金の額計 82 29.5% 108 38.8% 88 31.7% 278

常用従業員数別 0人 0 0.0% 2 100.0% 0 0.0% 2

（N=279） 1〜4人 28 23.5% 48 40.3% 43 36.1% 119

5〜9人 15 30.0% 18 36.0% 17 34.0% 50

10〜49人 28 37.8% 29 39.2% 17 23.0% 74

50〜99人 6 42.9% 4 28.6% 4 28.6% 14

100人以上 9 45.0% 7 35.0% 4 20.0% 20

常用従業員数別計 86 30.8% 108 38.7% 85 30.5% 279

減少変わらない増加
社数合計



（２）販売・受注量

1年前（前期）と比較した販売・受注量については、「変わらない」（42.2％）と回答した事業所が

最も多く、次いで「減少」（30.1％）、「増加」（27.7％）となっている。

業種別にみると、「増加」は、運輸業で63.6％と最も多く、次いでサービス業41.7％となっている。

「減少」は、卸売業の80.0％で最も高く、次いで小売業の40.0％となっている。

資本金の額別で見ると、個人事業主では、「減少」と回答した先が52.9％と多くなっている。
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増加
27.7%

変わらない
42.2%

減少
30.1%

１年前（前期）と比較した販売・受注量

N=256

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 13 23.2% 24 42.9% 19 33.9% 56

（N=254） 建設業 15 25.9% 28 48.3% 15 25.9% 58

運輸業 7 63.6% 3 27.3% 1 9.1% 11

卸売業 1 10.0% 1 10.0% 8 80.0% 10

小売業 6 24.0% 9 36.0% 10 40.0% 25

飲食業 3 33.3% 4 44.4% 2 22.2% 9

サービス業 10 41.7% 8 33.3% 6 25.0% 24

医療・介護 4 28.6% 8 57.1% 2 14.3% 14

不動産業 1 7.1% 10 71.4% 3 21.4% 14

その他 11 33.3% 12 36.4% 10 30.3% 33

業種別計 71 28.0% 107 42.1% 76 29.9% 254

資本金の額別 個人事業主 4 23.5% 4 23.5% 9 52.9% 17

（N=248） ５００万円未満 17 20.2% 42 50.0% 25 29.8% 84

５００万円～１千万円未満 12 31.6% 16 42.1% 10 26.3% 38

１千万円～３千万円未満 24 33.8% 27 38.0% 20 28.2% 71

３千万円～５千万円未満 2 11.8% 9 52.9% 6 35.3% 17

５千万円～１億円未満 4 33.3% 4 33.3% 4 33.3% 12

１億円～３億円未満 2 28.6% 4 57.1% 1 14.3% 7

３億円以上 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 2

資本金の額計 67 27.0% 106 42.7% 75 30.2% 248

常用従業員数別 0人 0 0.0% 2 100.0% 0 0.0% 2

（N=249） 1〜4人 23 22.1% 43 41.3% 38 36.5% 104

5〜9人 8 18.2% 22 50.0% 14 31.8% 44

10〜49人 27 39.1% 29 42.0% 13 18.8% 69

50〜99人 4 33.3% 5 41.7% 3 25.0% 12

100人以上 8 44.4% 7 38.9% 3 16.7% 18

常用従業員数別計 70 28.1% 108 43.4% 71 28.5% 249

減少変わらない増加
社数合計



（３）販売・受注単価

1年前（前期）と比較した販売・受注単価については、「変わらない」（62.6％）と回答した事業所

が最も多く、「下落」（18.9％）と「上昇」（18.5％）は、ほぼ同じ割合となっている。

業種別にみると、「上昇」は、運輸業で45.5％と多くなっている。「下落」は、小売業で32.0%,

卸売業が30.0％で多くなっている。

資本金の額別で見ると、「下落」は、個人事業主で47.1％と高くなっている。「上昇」は、１億円

から３億円以上の先で42.9％と多くなっている。
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上昇
18.5%

変わらない
62.6%

下落
18.9%

１年前（前期）と比較した販売・受注単価

N=254

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 9 15.8% 40 70.2% 8 14.0% 57

（N=252） 建設業 8 13.8% 39 67.2% 11 19.0% 58

運輸業 5 45.5% 4 36.4% 2 18.2% 11

卸売業 3 30.0% 4 40.0% 3 30.0% 10

小売業 4 16.0% 13 52.0% 8 32.0% 25

飲食業 2 22.2% 5 55.6% 2 22.2% 9

サービス業 5 20.8% 17 70.8% 2 8.3% 24

医療・介護 2 16.7% 8 66.7% 2 16.7% 12

不動産業 1 7.7% 10 76.9% 2 15.4% 13

その他 7 21.2% 18 54.5% 8 24.2% 33

業種別計 46 18.3% 158 62.7% 48 19.0% 252

資本金の額別 個人事業主 2 11.8% 7 41.2% 8 47.1% 17

（N=247） ５００万円未満 11 13.1% 56 66.7% 17 20.2% 84

５００万円～１千万円未満 9 23.7% 24 63.2% 5 13.2% 38

１千万円～３千万円未満 16 22.9% 44 62.9% 10 14.3% 70

３千万円～５千万円未満 2 11.8% 13 76.5% 2 11.8% 17

５千万円～１億円未満 2 16.7% 7 58.3% 3 25.0% 12

１億円～３億円未満 3 42.9% 3 42.9% 1 14.3% 7

３億円以上 1 50.0% 0 0.0% 1 50.0% 2

資本金の額計 46 18.6% 154 62.3% 47 19.0% 247

常用従業員数別 0人 0 0.0% 2 100.0% 0 0.0% 2

（N=247） 1〜4人 14 13.5% 68 65.4% 22 21.2% 104

5〜9人 4 9.3% 27 62.8% 12 27.9% 43

10〜49人 22 32.4% 38 55.9% 8 11.8% 68

50〜99人 1 8.3% 10 83.3% 1 8.3% 12

100人以上 6 33.3% 9 50.0% 3 16.7% 18

常用従業員数別計 47 19.0% 154 62.3% 46 18.6% 247

社数合計
下落変わらない上昇



（４）収益状況

1年前（前期）と比較した収益状況については、「収支変わらず」（44.1％）と回答した事業所が

最も多く、次いで「黒字」36.1％、「赤字」19.8％となっている。

業種別にみると、「黒字」は、運輸業が58.3％で最も多く、次いで製造業51.8％、サービス業

45.8％、医療・介護44.4％となっている。「赤字」は、卸売業が40.0％で最も多く、次いで小売業

24.0％、不動産業23.1％となっている。

資本金の額別にみると、「黒字」は、3千万〜5千万円未満が55.6％と多く、次いで500万円〜

1千万円未満46.2％、1千万円〜3千万未満44.9％となっている。「赤字」は、個人授業主が

33.3％で最も多くなっている。

34

 

黒字

36.1%

収支変わらず

44.1%

赤字

19.8%

１年前（前期）と比較した収益状況

N=263

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 29 51.8% 19 33.9% 8 14.3% 56

（N=261） 建設業 16 27.6% 31 53.4% 11 19.0% 58

運輸業 7 58.3% 3 25.0% 2 16.7% 12

卸売業 4 40.0% 2 20.0% 4 40.0% 10

小売業 8 32.0% 11 44.0% 6 24.0% 25

飲食業 1 11.1% 8 88.9% 0 0.0% 9

サービス業 11 45.8% 10 41.7% 3 12.5% 24

医療・介護 8 44.4% 8 44.4% 2 11.1% 18

不動産業 2 15.4% 8 61.5% 3 23.1% 13

その他 9 25.0% 14 38.9% 13 36.1% 36

業種別計 95 36.4% 114 43.7% 52 19.9% 261

資本金の額別 個人事業主 3 16.7% 9 50.0% 6 33.3% 18

（N=254） ５００万円未満 20 22.7% 48 54.5% 20 22.7% 88

５００万円～１千万円未満 18 46.2% 16 41.0% 5 12.8% 39

１千万円～３千万円未満 31 44.9% 22 31.9% 16 23.2% 69

３千万円～５千万円未満 10 55.6% 7 38.9% 1 5.6% 18

５千万円～１億円未満 5 38.5% 6 46.2% 2 15.4% 13

１億円～３億円未満 3 42.9% 3 42.9% 1 14.3% 7

３億円以上 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 2

資本金の額計 92 36.2% 111 43.7% 51 20.1% 254

常用従業員数別 0人 0 0.0% 2 100.0% 0 0.0% 2

（N=257） 1〜4人 26 24.3% 51 47.7% 30 28.0% 107

5〜9人 12 27.9% 24 55.8% 7 16.3% 43

10〜49人 40 54.8% 26 35.6% 7 9.6% 73

50〜99人 7 50.0% 5 35.7% 2 14.3% 14

100人以上 9 50.0% 8 44.4% 1 5.6% 18

常用従業員数別計 94 36.6% 116 45.1% 47 18.3% 257

社数合計
赤字収支変わらず黒字



問１７ 収益状況の今後（来期）の見通し

今後（来期）の収益状況については、「収支変わらず」（45.6％）と回答した事業所が最も多く、

次いで「黒字」（35.4％）、「赤字」（18.9％）となっている。

業種別にみると、「黒字」は、運輸業で75.0％で最も多く、次いで医療・介護57.9％、建設業

41.5％となっている。「赤字」は、製造業23.7％、不動産業23.5％、小売業23.1%となっている。

資本金の額別でみると、5千万以上の先で「黒字」と回答した事業所は5割を超えている。

常用従業員数については、50人以上の事業所で5割を超えている。
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黒字

35.4%

収支変わらず

45.6%

赤字

18.9%

収益状況の今後（来期）の見通し

N=285

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 21 35.6% 24 40.7% 14 23.7% 59

（N=283） 建設業 27 41.5% 27 41.5% 11 16.9% 65

運輸業 9 75.0% 2 16.7% 1 8.3% 12

卸売業 1 9.1% 8 72.7% 2 18.2% 11

小売業 7 26.9% 13 50.0% 6 23.1% 26

飲食業 3 27.3% 7 63.6% 1 9.1% 11

サービス業 9 37.5% 12 50.0% 3 12.5% 24

医療・介護 11 57.9% 7 36.8% 1 5.3% 19

不動産業 3 17.6% 10 58.8% 4 23.5% 17

その他 10 25.6% 18 46.2% 11 28.2% 39

業種別計 101 35.7% 128 45.2% 54 19.1% 283

資本金の額別 個人事業主 2 8.7% 13 56.5% 8 34.8% 23

（N=276） ５００万円未満 24 25.8% 50 53.8% 19 20.4% 93

５００万円～１千万円未満 15 34.9% 19 44.2% 9 20.9% 43

１千万円～３千万円未満 32 43.2% 29 39.2% 13 17.6% 74

３千万円～５千万円未満 8 42.1% 11 57.9% 0 0.0% 19

５千万円～１億円未満 9 69.2% 3 23.1% 1 7.7% 13

１億円～３億円未満 4 50.0% 3 37.5% 1 12.5% 8

３億円以上 3 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 3

資本金の額計 97 35.1% 128 46.4% 51 18.5% 276

常用従業員数別 0人 0 0.0% 2 100.0% 0 0.0% 2

（N=277） 1〜4人 22 18.3% 61 50.8% 37 30.8% 120

5〜9人 18 38.3% 21 44.7% 8 17.0% 47

10〜49人 36 48.6% 34 45.9% 4 5.4% 74

50〜99人 10 71.4% 4 28.6% 0 0.0% 14

100人以上 14 70.0% 5 25.0% 1 5.0% 20

常用従業員数別計 100 36.1% 127 45.8% 50 18.1% 277

社数合計
赤字収支変わらず黒字



問１８ １年前（前期）の設備投資

1年前（前期）の設備投資について、「設備投資を行わなかった」と回答した事業所が、51.3％と

最も多く、次いで「既存設備の改修・定期更新を行った」（19.5％）、「新規設備投資、既存設備の

改修・定期更新を共に行った」（17.4％）、「新規設備投資を行った」（11.7％）の順となっている。

業種別にみると、「新規設備投資、既存設備の改修・定期更新を共に行った」は、飲食業45.5％、

卸売業36.4％で多くなっている。「新規設備投資を行った」は、小売業19.2％、飲食業18.2％とな

っている。「既存設備の改修・定期更新を行った」は、医療・介護30.0％、運輸業・製造業25.0％

となっている。「設備投資を行わなかった」は、不動産業で87.5％と多くなっている。

資本金の額別では、個人事業主、

資本金500万円未満の事業所では、

「設備投資を行わなかった」が「設備

投資を行った」を大きく上回っている。
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新規設備投資、既存設備の改修・

定期更新を共に行った

17.4%

新規設備投資を行った

11.7%

既存設備の改修・定期更新を行った

19.5%

設備投資は行わなかった

51.3%

１年前（前期）の設備投資

N=298

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 17 26.6% 5 7.8% 16 25.0% 26 40.6% 64

（N=289） 建設業 10 15.6% 4 6.3% 12 18.8% 38 59.4% 64

運輸業 3 25.0% 2 16.7% 3 25.0% 4 33.3% 12

卸売業 4 36.4% 1 9.1% 0 0.0% 6 54.5% 11

小売業 4 15.4% 5 19.2% 2 7.7% 15 57.7% 26

飲食業 5 45.5% 2 18.2% 2 18.2% 2 18.2% 11

サービス業 3 12.5% 3 12.5% 4 16.7% 14 58.3% 24

医療・介護 3 15.0% 3 15.0% 6 30.0% 8 40.0% 20

不動産業 0 0.0% 1 6.3% 1 6.3% 14 87.5% 16

その他 1 2.4% 6 14.6% 10 24.4% 24 58.5% 41

業種別計 50 17.3% 32 11.1% 56 19.4% 151 52.2% 289

資本金の額別 個人事業主 2 7.4% 1 3.7% 4 14.8% 20 74.1% 27

（N=286） ５００万円未満 10 10.6% 9 9.6% 11 11.7% 64 68.1% 94

５００万円～１千万円未満 6 13.3% 7 15.6% 12 26.7% 20 44.4% 45

１千万円～３千万円未満 15 20.0% 11 14.7% 15 20.0% 34 45.3% 75

３千万円～５千万円未満 8 40.0% 4 20.0% 4 20.0% 4 20.0% 20

５千万円～１億円未満 4 30.8% 2 15.4% 4 30.8% 3 23.1% 13

１億円～３億円未満 4 44.4% 1 11.1% 3 33.3% 1 11.1% 9

３億円以上 2 66.7% 0 0.0% 1 33.3% 0 0.0% 3

資本金の額計 51 17.8% 35 12.2% 54 18.9% 146 51.0% 286

常用従業員数別 0人 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 100.0% 2

（N=290） 1〜4人 11 8.9% 9 7.3% 16 12.9% 88 71.0% 124

5〜9人 6 12.0% 3 6.0% 20 40.0% 21 42.0% 50

10〜49人 20 25.3% 18 22.8% 15 19.0% 26 32.9% 79

50〜99人 2 14.3% 2 14.3% 4 28.6% 6 42.9% 14

100人以上 12 57.1% 3 14.3% 3 14.3% 3 14.3% 21

常用従業員数別計 51 17.6% 35 12.1% 58 20.0% 146 50.3% 290

既存設備の改修・
定期更新を行った

新規設備投資を
行った

新規設備投資、既存
設備の改修・定期更
新を共に行った 社数合計

設備投資は
行わなかった



問１９ 今期の設備投資

今期の設備投資については、「設備投資は行わない」と回答した先が最も多く55.9％となって

おり、次いで「既存設備の改修・定期更新を行った（行う予定）」（17.8％）、「新規設備投資、既

存設備の改修・定期更新を共に行った（行う予定）」（14.8％）、「新規設備投資を行った（行う予

定）」（11.4％）の順となっている。

業種別にみると、「新規設備投資、既存設備の改修・定期更新を共に行った（行う予定）」は、

飲食業36.4％、医療・介護30.0％で多くなっている。「新規設備投資を行った（行う予定）」は、

運輸業（33.3％）で多くなっている。

「既存設備の改修・定期更新を行った（行う

予定）」は、飲食業36.4％、建設業26.6％

となっている。「設備投資を行わない」は、

不動産業が82.4％、サービス業が62.5％、

建設業が60.9％となっている。
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新規設備投資、既存設備の改修・定

期更新を共に行った（行う予定）

14.8%

新規設備投資を行った（行う予定）

11.4%

既存設備の改修・定期更新を

行った（行う予定）

17.8%

設備投資は行わない

55.9%

今期の設備投資

N=297

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 11 17.2% 7 10.9% 10 15.6% 36 56.3% 64

（N=289） 建設業 5 7.8% 3 4.7% 17 26.6% 39 60.9% 64

運輸業 3 25.0% 4 33.3% 1 8.3% 4 33.3% 12

卸売業 3 27.3% 1 9.1% 1 9.1% 6 54.5% 11

小売業 5 20.0% 5 20.0% 1 4.0% 14 56.0% 25

飲食業 4 36.4% 1 9.1% 4 36.4% 2 18.2% 11

サービス業 3 12.5% 1 4.2% 5 20.8% 15 62.5% 24

医療・介護 6 30.0% 3 15.0% 5 25.0% 6 30.0% 20

不動産業 0 0.0% 0 0.0% 3 17.6% 14 82.4% 17

その他 3 7.3% 6 14.6% 6 14.6% 26 63.4% 41

業種別計 43 14.9% 31 10.7% 53 18.3% 162 56.1% 289

資本金の額別 個人事業主 3 11.5% 2 7.7% 3 11.5% 18 69.2% 26

（N=285） ５００万円未満 5 5.4% 6 6.5% 16 17.2% 66 71.0% 93

５００万円～１千万円未満 5 11.4% 5 11.4% 9 20.5% 25 56.8% 44

１千万円～３千万円未満 13 17.1% 11 14.5% 12 15.8% 40 52.6% 76

３千万円～５千万円未満 7 33.3% 4 19.0% 5 23.8% 5 23.8% 21

５千万円～１億円未満 3 23.1% 3 23.1% 4 30.8% 3 23.1% 13

１億円～３億円未満 4 44.4% 3 33.3% 1 11.1% 1 11.1% 9

３億円以上 2 66.7% 0 0.0% 1 33.3% 0 0.0% 3

資本金の額計 42 14.7% 34 11.9% 51 17.9% 158 55.4% 285

常用従業員数別 0人 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 100.0% 2

（N=289） 1〜4人 7 5.7% 9 7.3% 17 13.8% 90 73.2% 123

5〜9人 5 10.0% 4 8.0% 11 22.0% 30 60.0% 50

10〜49人 21 26.6% 11 13.9% 16 20.3% 31 39.2% 79

50〜99人 2 14.3% 4 28.6% 3 21.4% 5 35.7% 14

100人以上 9 42.9% 5 23.8% 6 28.6% 1 4.8% 21

常用従業員数別計 44 15.2% 33 11.4% 53 18.3% 159 55.0% 289

設備投資は
行わない

既存設備の改修・
定期更新を行った
（行う予定）

新規設備投資を
行った（行う予定）

新規設備投資、既存
設備の改修・定期更
新を共に行った
（行う予定）

社数合計



問２０ 今後1年間の借入金の予定

今後1年間の借入金の予定については、「予定はない」

が72.9％と7割超を占めている。また、借りる予定があると

回答した中では、「運転資金を借りる予定がある。

（13.0％）、「運転資金、設備資金いずれも借りる予定があ

る」（9.4％）、「設備資金を借りる予定がある」（4.7％）の順

となっている。

業種別にみると、「運転資金、設備資金いずれも借りる

予定がある」は、飲食業36.4％、運輸業27.3％となってい

る。
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運転資金、設備資金いずれも借りる予定がある

9.4%

運転資金を借りる予定がある

13.0%

設備資金を借りる予定がある

4.7%

予定はない

72.9%

今後１年間の借入金の予定

N=299

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 4 6.3% 11 17.2% 1 1.6% 48 75.0% 64

（N=290） 建設業 4 6.2% 11 16.9% 4 6.2% 46 70.8% 65

運輸業 3 27.3% 1 9.1% 2 18.2% 5 45.5% 11

卸売業 2 18.2% 1 9.1% 1 9.1% 7 63.6% 11

小売業 3 11.5% 3 11.5% 1 3.8% 19 73.1% 26

飲食業 4 36.4% 0 0.0% 0 0.0% 7 63.6% 11

サービス業 1 4.2% 0 0.0% 0 0.0% 23 95.8% 24

医療・介護 3 15.0% 3 15.0% 2 10.0% 12 60.0% 20

不動産業 1 5.9% 2 11.8% 1 5.9% 13 76.5% 17

その他 2 4.9% 5 12.2% 1 2.4% 33 80.5% 41

業種別計 27 9.3% 37 12.8% 13 4.5% 213 73.4% 290

資本金の額別 個人事業主 2 7.4% 2 7.4% 1 3.7% 22 81.5% 27

（N=287） ５００万円未満 6 6.3% 9 9.5% 2 2.1% 78 82.1% 95

５００万円～１千万円未満 3 6.8% 5 11.4% 5 11.4% 31 70.5% 44

１千万円～３千万円未満 6 8.0% 17 22.7% 3 4.0% 49 65.3% 75

３千万円～５千万円未満 5 23.8% 2 9.5% 0 0.0% 14 66.7% 21

５千万円～１億円未満 4 30.8% 3 23.1% 0 0.0% 6 46.2% 13

１億円～３億円未満 0 0.0% 0 0.0% 2 22.2% 7 77.8% 9

３億円以上 1 33.3% 1 33.3% 0 0.0% 1 33.3% 3

資本金の額計 27 9.4% 39 13.6% 13 4.5% 208 72.5% 287

常用従業員数別 0人 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 100.0% 2

（N=290） 1〜4人 4 3.1% 10 7.9% 4 3.1% 109 85.8% 127

5〜9人 4 8.0% 4 8.0% 3 6.0% 39 78.0% 50

10〜49人 12 15.6% 14 18.2% 5 6.5% 46 59.7% 77

50〜99人 3 21.4% 6 42.9% 0 0.0% 5 35.7% 14

100人以上 5 25.0% 5 25.0% 2 10.0% 8 40.0% 20

常用従業員数別計 28 9.7% 39 13.4% 14 4.8% 209 72.1% 290

社数合計
予定はない

設備資金を借りる
予定がある

運転資金を借りる
予定がある

運転資金、設備資金
いずれも借りる
予定がある



問２１ 業界の今後の展望（今後1年先の業

界の市場規模の見通し）

業界の今後の展望については、「横ば

い」（43.4％）が最も多く、次いで「縮小見込

み」（24.2％）、「わからない」（17.8％）、「拡

大見込み」（14.5％）の順となっている。

業種別にみると、「拡大見込み」は、運輸

業33.3％、医療・介護30.0％で多くなって

いる。「縮小見込み」は、小売業

が48.0％で最も多くなっている。

資本金の額別では、個人事業

主で「縮小見込み」と回答した先

が33.3％と多くなっている。

39

拡大見込み
14.5%

横ばい
43.4%

縮小見込み
24.2%

わからない
17.8%

業界の今後の展望
（今後１年先の業界の市場規模の見通し）

N=297

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 7 10.9% 29 45.3% 17 26.6% 11 17.2% 64

（N=288） 建設業 10 15.6% 29 45.3% 14 21.9% 11 17.2% 64

運輸業 4 33.3% 7 58.3% 0 0.0% 1 8.3% 12

卸売業 0 0.0% 4 36.4% 4 36.4% 3 27.3% 11

小売業 3 12.0% 4 16.0% 12 48.0% 6 24.0% 25

飲食業 1 10.0% 6 60.0% 3 30.0% 0 0.0% 10

サービス業 3 12.5% 13 54.2% 4 16.7% 4 16.7% 24

医療・介護 6 30.0% 9 45.0% 2 10.0% 3 15.0% 20

不動産業 1 6.3% 8 50.0% 3 18.8% 4 25.0% 16

その他 8 19.0% 17 40.5% 10 23.8% 7 16.7% 42

業種別計 43 14.9% 126 43.8% 69 24.0% 50 17.4% 288

資本金の額別 個人事業主 2 7.4% 8 29.6% 9 33.3% 8 29.6% 27

（N=285） ５００万円未満 16 17.2% 39 41.9% 18 19.4% 20 21.5% 93

５００万円～１千万円未満 5 11.4% 21 47.7% 13 29.5% 5 11.4% 44

１千万円～３千万円未満 10 13.0% 34 44.2% 22 28.6% 11 14.3% 77

３千万円～５千万円未満 2 10.0% 10 50.0% 5 25.0% 3 15.0% 20

５千万円～１億円未満 2 15.4% 8 61.5% 0 0.0% 3 23.1% 13

１億円～３億円未満 2 25.0% 4 50.0% 2 25.0% 0 0.0% 8

３億円以上 1 33.3% 1 33.3% 1 33.3% 0 0.0% 3

資本金の額計 40 14.0% 125 43.9% 70 24.6% 50 17.5% 285

常用従業員数別 0人 0 0.0% 1 50.0% 1 50.0% 0 0.0% 2

（N=288） 1〜4人 15 12.0% 44 35.2% 37 29.6% 29 23.2% 125

5〜9人 8 16.3% 23 46.9% 14 28.6% 4 8.2% 49

10〜49人 11 14.3% 39 50.6% 13 16.9% 14 18.2% 77

50〜99人 4 28.6% 7 50.0% 2 14.3% 1 7.1% 14

100人以上 5 23.8% 13 61.9% 2 9.5% 1 4.8% 21

常用従業員数別計 43 14.9% 127 44.1% 69 24.0% 49 17.0% 288

社数合計
わからない拡大見込み 縮小見込み横ばい



問２２ 業界の競争環境（今後1年先の業

界の競争環境の見通し）

今後1年先の業界の競争環境見通し

については、「横ばい」（45.8％）が最も

多く、次いで「激化する」（30.0％）、「わ

からない」（22.2％）、「緩和する」

（2.0％）の順とな

っている。

業種別にみると、

「激化する」は、小

売業61.5％、運輸

業58.3％、飲食業

54.5％で多くなって

いる。
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激化する
30.0%

横ばい
45.8%

緩和する
2.0%

わからない
22.2%

業界の競争環境
（今後１年先の業界の競争環境の見通し）

N=297

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 14 22.2% 33 52.4% 2 3.2% 14 22.2% 63

（N=288） 建設業 15 23.4% 34 53.1% 1 1.6% 14 21.9% 64

運輸業 7 58.3% 2 16.7% 1 8.3% 2 16.7% 12

卸売業 4 40.0% 3 30.0% 0 0.0% 3 30.0% 10

小売業 16 61.5% 5 19.2% 1 3.8% 4 15.4% 26

飲食業 6 54.5% 2 18.2% 0 0.0% 3 27.3% 11

サービス業 6 25.0% 11 45.8% 0 0.0% 7 29.2% 24

医療・介護 6 30.0% 11 55.0% 0 0.0% 3 15.0% 20

不動産業 3 18.8% 7 43.8% 1 6.3% 5 31.3% 16

その他 11 26.2% 22 52.4% 0 0.0% 9 21.4% 42

業種別計 88 30.6% 130 45.1% 6 2.1% 64 22.2% 288

資本金の額別 個人事業主 5 18.5% 11 40.7% 1 3.7% 10 37.0% 27

（N=285） ５００万円未満 21 22.3% 49 52.1% 1 1.1% 23 24.5% 94

５００万円～１千万円未満 14 31.1% 21 46.7% 0 0.0% 10 22.2% 45

１千万円～３千万円未満 27 35.5% 33 43.4% 4 5.3% 12 15.8% 76

３千万円～５千万円未満 4 21.1% 11 57.9% 0 0.0% 4 21.1% 19

５千万円～１億円未満 7 53.8% 4 30.8% 0 0.0% 2 15.4% 13

１億円～３億円未満 6 75.0% 2 25.0% 0 0.0% 0 0.0% 8

３億円以上 3 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3

資本金の額計 87 30.5% 131 46.0% 6 2.1% 61 21.4% 285

常用従業員数別 0人 0 0.0% 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 2

（N=289） 1〜4人 25 20.0% 59 47.2% 2 1.6% 39 31.2% 125

5〜9人 11 22.0% 28 56.0% 3 6.0% 8 16.0% 50

10〜49人 32 41.0% 32 41.0% 1 1.3% 13 16.7% 78

50〜99人 5 35.7% 6 42.9% 0 0.0% 3 21.4% 14

100人以上 14 70.0% 5 25.0% 0 0.0% 1 5.0% 20

常用従業員数別計 87 30.1% 132 45.7% 6 2.1% 64 22.1% 289

社数合計
わからない緩和する横ばい激化する



問２３ 事業承継（後継者）

事業承継については、「当面は自分が

経営するので、後継者については考えて

いない」が29.2％と最も多い。また、約4割

の事業所が、後継者または候補者がいる

と回答した。

業種別にみると、「当面は自分が経営

するので、後継者については考えていな

い」がほとんどの業種で多くなっている。

このほか、運輸業、不動産業・飲食業で

は、「後継者は決まっているが、当面は

経営を任せる予定はない」が多くなってい

る。医療・介護では、「候補者はいるが、

まだ決めていない」が多くなっている。
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後継者が

決まって

おり、近く

経営を任

せる予定

がある

後継者は

決まってい

るが、当面

は経営を

任せる予

定はない

候補者は

いるが、

まだ決め

ていない

後継者に

ついて考

えている

が、候補者

がいない

当面は自分

が経営する

ので、後継

者について

は考えてい

ない

事業承継

をするつ

もりはない

特に考え

ていない

その他

事業承継（後継者）について

後継者が
決まって
おり、近く
経営を任
せる予定
がある

後継者は
決まってい
るが、当面
は経営を
任せる予
定はない

候補者は
いるが、
まだ決め
ていない

後継者に
ついて考
えている
が、候補者
がいない

当面は自分
が経営する
ので、後継
者について
は考えてい
ない

事業承継
をするつ
もりはない

特に考え
ていない

その他 小計

36 44 35 17 86 32 25 20 295
12.2% 14.9% 11.9% 5.8% 29.2% 10.8% 8.5% 6.8% 100.0%
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業種別・事業承継（後継者）について

後継者が決まって
おり、近く経営を
任せる予定がある

後継者は決まって
いるが、当面は
経営を任せる
予定はない

候補者はいるが、
まだ決めていない

後継者について
考えているが、
候補者がいない

当面は自分が経営
するので、後継者
については考えて

いない

事業承継をする
つもりはない

特に考え
ていない

その他 小計

製造業 11 8 8 5 22 4 1 4 63

建設業 6 7 6 3 25 6 6 6 65

運輸業 2 3 1 0 3 0 0 2 11

卸売業 1 1 0 0 2 2 3 0 9

小売業 2 2 2 1 8 2 5 3 25

飲食業 1 3 2 0 2 1 1 1 11

サービス業 5 4 4 1 5 4 1 0 24

医療・介護 2 3 5 3 4 3 0 0 20

不動産業 2 5 4 1 2 2 1 0 17

その他 3 5 3 3 11 7 5 4 41

小計 35 41 35 17 84 31 23 20 286
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業種別・事業承継（後継者）について

後継者が決まって

おり、近く経営を

任せる予定がある

後継者は決まって

いるが、当面は

経営を任せる

予定はない

候補者はいるが、

まだ決めていない

後継者について

考えているが、

候補者がいない

当面は自分が経営

するので、後継者

については考えて

いない

事業承継をする

つもりはない

特に考え

ていない

その他

(社数)
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11

41

63

65 N=286

24

20

17
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資本金の額別・事業承継（後継者）について

後継者が決まって
おり、近く経営を
任せる予定がある

後継者は決まって
いるが、当面は
経営を任せる
予定はない

候補者はいるが、
まだ決めていない

後継者について
考えているが、
候補者がいない

当面は自分が経営
するので、後継者
については考えて

いない

事業承継をする
つもりはない

特に考え
ていない

その他 小計

個人事業主 4 1 1 1 8 9 2 0 26

500万円未満 8 15 11 6 26 13 10 5 94

500万円～
1千万円未満

12 7 3 2 13 3 3 2 45

1千万円～
3千万円未満

7 13 8 5 26 3 8 6 76

3千万円～
5千万円未満

0 4 7 2 3 1 2 0 19

5千万円～
1億円未満

1 1 2 1 4 0 0 3 12

1億円～
3億円未満

4 1 1 0 2 0 0 0 8

3億円以上 0 0 1 0 1 0 0 1 3

小計 36 42 34 17 83 29 25 17 283
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5千万円～

1億円未満
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3億円未満

3億円以上

資本金の額別・事業承継（後継者）について

後継者が決まって

おり、近く経営を

任せる予定がある

後継者は決まって

いるが、当面は

経営を任せる

予定はない

候補者はいるが、

まだ決めていない

後継者について

考えているが、

候補者がいない

当面は自分が経営

するので、後継者

については考えて

いない

事業承継をする

つもりはない

特に考え

ていない

その他

N=283

(社数)
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12

19

76

26

94

3

8
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常用従業員数別・事業承継（後継者）について

後継者が決まって
おり、近く経営を
任せる予定がある

後継者は決まって
いるが、当面は
経営を任せる
予定はない

候補者はいるが、
まだ決めていない

後継者について
考えているが、
候補者がいない

当面は自分が経営
するので、後継者
については考えて

いない

事業承継をする
つもりはない

特に考え
ていない

その他 小計

0人 0 0 1 0 0 1 0 0 2

1〜4人 9 16 11 5 40 24 15 5 125

5〜9人 9 4 4 5 19 3 2 4 50

10〜49人 13 16 14 5 17 1 5 4 75

50〜99人 0 4 3 0 4 0 1 2 14

100人以上 4 3 2 1 5 0 1 4 20

小計 35 43 35 16 85 29 24 19 286
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常用従業員別・事業承継（後継者）について

後継者が決まって

おり、近く経営を

任せる予定がある

後継者は決まって

いるが、当面は

経営を任せる

予定はない

候補者はいるが、

まだ決めていない

後継者について

考えているが、

候補者がいない

当面は自分が経営

するので、後継者

については考えて

いない

事業承継をする

つもりはない

特に考え

ていない

その他

N=286

(社数)

50

14

75

20

125

2
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商工会加入有無別・事業承継（後継者）について

後継者が決まって
おり、近く経営を
任せる予定がある

後継者は決まって
いるが、当面は
経営を任せる
予定はない

候補者はいるが、
まだ決めていない

後継者について
考えているが、
候補者がいない

当面は自分が経営
するので、後継者
については考えて

いない

事業承継をする
つもりはない

特に考え
ていない

その他 小計

加入 24 22 24 11 58 16 13 14 182
未加入 9 20 11 6 27 15 10 5 103
小計 33 42 35 17 85 31 23 19 285
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商工会加入有無別・事業承継（後継者）について

後継者が決まって

おり、近く経営を

任せる予定がある

後継者は決まって

いるが、当面は

経営を任せる

予定はない

候補者はいるが、

まだ決めていない

後継者について

考えているが、

候補者がいない

当面は自分が経営

するので、後継者

については考えて

いない

事業承継をする

つもりはない

特に考え

ていない

その他

(社数)

N=285

182

103



問２４ 後継者（候補者）

「後継者（候補者）がいる」と回答した事業所のうち、4分の3は「親族」と回答。次いで社員（従

業員）（20.2％）、その他（5.3％）となっている。

業種別に見ると、卸売業、不動産業では、「親族」がそれぞれ100％となっている。サービス業、

製造業では、「社員（従業員）」の割合が他業種に比べ多くなっている。

46

親族
74.6%

社員（従業員）
20.2%

その他 5.3%

後継者（候補者）について

N=114

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 16 61.5% 8 30.8% 2 7.7% 26

（N=110） 建設業 13 68.4% 5 26.3% 1 5.3% 19

運輸業 4 66.7% 1 16.7% 1 16.7% 6

卸売業 2 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 2

小売業 5 83.3% 1 16.7% 0 0.0% 6

飲食業 5 83.3% 1 16.7% 0 0.0% 6

サービス業 8 61.5% 5 38.5% 0 0.0% 13

医療・介護 9 90.0% 0 0.0% 1 10.0% 10

不動産業 11 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 11

その他 10 90.9% 1 9.1% 0 0.0% 11

業種別計 83 75.5% 22 20.0% 5 4.5% 110

資本金の額別 個人事業主 5 83.3% 1 16.7% 0 0.0% 6

（N=111） ５００万円未満 28 82.4% 5 14.7% 1 2.9% 34

５００万円～１千万円未満 18 81.8% 3 13.6% 1 4.5% 22

１千万円～３千万円未満 19 70.4% 8 29.6% 0 0.0% 27

３千万円～５千万円未満 7 63.6% 2 18.2% 2 18.2% 11

５千万円～１億円未満 3 75.0% 0 0.0% 1 25.0% 4

１億円～３億円未満 2 33.3% 4 66.7% 0 0.0% 6

３億円以上 0 0.0% 0 0.0% 1 100.0% 1

資本金の額計 82 73.9% 23 20.7% 6 5.4% 111

常用従業員数別 0人 1 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 1

（N=112） 1〜4人 30 83.3% 4 11.1% 2 5.6% 36

5〜9人 12 75.0% 4 25.0% 0 0.0% 16

10〜49人 30 69.8% 11 25.6% 2 4.7% 43

50〜99人 5 71.4% 1 14.3% 1 14.3% 7

100人以上 5 55.6% 3 33.3% 1 11.1% 9

常用従業員数別計 83 74.1% 23 20.5% 6 5.4% 112

社数合計
その他社員（従業員）親族



問２５ 候補者がいない場合の対応

「後継者について考えているが、候補者がいない」と回答した先について、「社内で後継者

を育成する」（29.4％）が最も多く、次いで「後継者が見つからないので、廃業を考えている」

（23.5％）、「わからない」（23.5％）、「外部から後継者を連れてくる」（11.8％）、「後継者が見

つからないので、「町外」の事業者への事業譲渡を考えている」（11.8％）となっている。また、

「後継者が見つからないので、「町内」の事業者への事業譲渡を考えている」と回答した先は

皆無であった。
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社内で後継者を育成する 29.4%

外部から後継者を連れて

くる 11.8%

後継者が見つからないので、廃業を考

えている 23.5%

後継者が見つから

ないので、「町内」

の事業者への事

業譲渡を考えてい

る 0.0%

後継者が見つからないので、「町外」の事

業者への事業譲渡を考えている 11.8%

わからない
23.5%

その他 0.0%

候補者がいない場合の対応

N=17



問２６ 経営上の課題（複数回答）

経営上の課題について、「人材の不足」

（46.2％）と回答した事業所が5割弱と最も多い。

次いで「売上・受注の減少」（37.2％）、「設備の

老朽化、不足」（20.2％）の順となっている。

業種別にみると、「人材の不足」は運輸業

90.9％、飲食業80.0％、サービス業68.2％、医

療・介護65.0％、建設業62.9％で多くなってい

る。「売上・受注の減少」は、卸売業70.0％、小

売業68.0％で多くなっている。「設備の老朽化・

不足」は、製造業33.9％、医療・介護30.0％で

多くなっている。

このほか、「消費者

ニーズの変化」は飲

食業40.0％、不動産

業35.7％、卸売業

30.0％と非製造業

で多くなっている。
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46.2%

37.2%

20.2%

16.2%

14.4%

13.0%

12.6%

11.2%

10.8%

10.5%

8.7%

8.3%

5.1%

3.6%

3.6%

3.2%

1.1%

5.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

人材の不足

売上・受注の減少

設備の老朽化、不足

仕入れコストの増加

経営資金

消費者ニーズの変化

営業力

後継者の問題

販路の確保

技術の不足

外注先等協力会社の不足

知識、ノウハウの不足

許認可等の規制

キャッシュレス化への対応

市場情報の不足

原材料の確保

過剰在庫

その他

経営上の課題について

・業種別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 17 27.4% 25 40.3% 21 33.9% 19 30.6% 7 11.3% 6 9.7% 6 9.7% 7 11.3% 8 12.9% 62

（N=274） 建設業 39 62.9% 25 40.3% 5 8.1% 7 11.3% 12 19.4% 2 3.2% 5 8.1% 7 11.3% 5 8.1% 62

運輸業 10 90.9% 0 0.0% 2 18.2% 2 18.2% 0 0.0% 0 0.0% 2 18.2% 0 0.0% 0 0.0% 11

卸売業 3 30.0% 7 70.0% 1 10.0% 3 30.0% 2 20.0% 3 30.0% 4 40.0% 0 0.0% 3 30.0% 10

小売業 6 24.0% 17 68.0% 3 12.0% 1 4.0% 1 4.0% 5 20.0% 5 20.0% 2 8.0% 5 20.0% 25

飲食業 8 80.0% 3 30.0% 2 20.0% 5 50.0% 0 0.0% 4 40.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 10.0% 10

サービス業 15 68.2% 6 27.3% 3 13.6% 2 9.1% 3 13.6% 5 22.7% 3 13.6% 4 18.2% 3 13.6% 22

医療・介護 13 65.0% 4 20.0% 6 30.0% 0 0.0% 2 10.0% 1 5.0% 1 5.0% 5 25.0% 1 5.0% 20

不動産業 2 14.3% 4 28.6% 5 35.7% 1 7.1% 1 7.1% 5 35.7% 2 14.3% 4 28.6% 0 0.0% 14

その他 14 36.8% 10 26.3% 8 21.1% 3 7.9% 11 28.9% 5 13.2% 7 18.4% 2 5.3% 4 10.5% 38

業種別計 127 46.4% 101 36.9% 56 20.4% 43 15.7% 39 14.2% 36 13.1% 35 12.8% 31 11.3% 30 10.9% 274

人材の不足 売上・受注の減少
設備の老朽化、

不足
仕入れコストの

増加
経営資金

消費者ニーズの変
化

営業力 後継者の問題 販路の確保
社数合計



問２７ 自社の強み（複数回答）

自社の強みについては、「顧客等への迅速

対応力」（43.4％）、「品質」（41.7％）、「技術力」

（37.2％）の順となっている。

業種別にみると、「顧客等への迅速対応力」

は、運輸業が75.0％と最も多く、次いで製造業

が49.2％となっている。「品質」は、運輸業が

75.0％と最も多く、次いで製造業56.9％、飲食

業54.5％となっている。「技術力」は、建設業

50.8％、製造業44.6％で多くなっている。
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43.4%

41.7%

37.2%

23.3%

19.8%

10.8%

9.0%

6.6%

6.6%

6.3%

3.8%

12.5%

2.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

顧客等への迅速対応力

品質

技術力

接客サービス

価格・コスト

アフターサービスの充実

企画・開発力

営業力

経営者のリーダーシップ

品揃え

資金力

特にない

その他

自社の強み

N=288

・業種別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 32 49.2% 37 56.9% 29 44.6% 1 1.5% 15 23.1% 5 7.7% 7 10.8% 2 3.1% 4 6.2% 65

（N=285） 建設業 27 41.5% 30 46.2% 33 50.8% 10 15.4% 15 23.1% 9 13.8% 2 3.1% 6 9.2% 3 4.6% 65

運輸業 9 75.0% 9 75.0% 3 25.0% 2 16.7% 3 25.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 16.7% 0 0.0% 12

卸売業 4 36.4% 4 36.4% 3 27.3% 2 18.2% 2 18.2% 1 9.1% 3 27.3% 1 9.1% 1 9.1% 11

小売業 9 34.6% 6 23.1% 3 11.5% 9 34.6% 3 11.5% 6 23.1% 2 7.7% 3 11.5% 2 7.7% 26

飲食業 5 45.5% 6 54.5% 1 9.1% 8 72.7% 2 18.2% 0 0.0% 1 9.1% 1 9.1% 1 9.1% 11

サービス業 10 41.7% 7 29.2% 9 37.5% 11 45.8% 6 25.0% 3 12.5% 1 4.2% 0 0.0% 1 4.2% 24

医療・介護 8 44.4% 6 33.3% 8 44.4% 10 55.6% 0 0.0% 2 11.1% 1 5.6% 0 0.0% 1 5.6% 18

不動産業 5 33.3% 1 6.7% 2 13.3% 2 13.3% 5 33.3% 1 6.7% 4 26.7% 0 0.0% 1 6.7% 15

その他 15 39.5% 11 28.9% 14 36.8% 12 31.6% 6 15.8% 3 7.9% 5 13.2% 4 10.5% 4 10.5% 38

業種別計 124 43.5% 117 41.1% 105 36.8% 67 23.5% 57 20.0% 30 10.5% 26 9.1% 19 6.7% 18 6.3% 285

営業力
経営者のリーダー

シップ 社数合計
品質 技術力 接客サービス 価格・コスト

アフターサー
ビスの充実

企画・開発力
顧客等への
迅速対応力



問２８ 事業活動を継続するために必要としてい

る支援策（複数回答）

事業活動を継続するために必要としている支

援策については、「人材確保と人材育成」が

55.8％と最も多く、次いで販路開拓（26.0％）、

経営改善（21.9％）、設備投資（20.4％）の順と

なっている。

業種別にみると、「人材確保と人材育成」は、

運輸業が83.3％、医療・介護77.8％、建設業が

75.8％と多くなっている。「販路開拓」は、卸売

業70.0％、小売業44.0％と多くなっている。「設

備投資」は、運輸業が、50.0％、製造業36.2％

と多くなっている。
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55.8%

26.0%

21.9%

20.4%

19.0%

17.1%

12.3%

10.4%

8.9%

6.7%

4.5%

3.3%

3.0%

2.6%

1.5%

1.1%

1.1%

0.7%

0.7%

0.4%

5.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

人材確保と人材育成

販路開拓

経営改善

設備投資

資金調達

税負担の軽減

新商品・新製品開発

事業継承

補助・助成制度

ＩＴ化

海外展開

税務相談

財務・経理相談

セミナー・研修

各種共済制度

法律相談

産学官連携事業（研究開発含む）

農商工連携（６次産業化）

第２創業相談

専門家の派遣

その他

必要としている支援策

N=269

・業種別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 24 41.4% 15 25.9% 9 15.5% 21 36.2% 8 13.8% 8 13.8% 15 25.9% 8 13.8% 6 10.3% 58

（N=266） 建設業 47 75.8% 14 22.6% 19 30.6% 5 8.1% 13 21.0% 14 22.6% 2 3.2% 6 9.7% 1 1.6% 62

運輸業 10 83.3% 2 16.7% 1 8.3% 6 50.0% 1 8.3% 5 41.7% 0 0.0% 0 0.0% 2 16.7% 12

卸売業 5 50.0% 7 70.0% 3 30.0% 1 10.0% 3 30.0% 0 0.0% 4 40.0% 0 0.0% 1 10.0% 10

小売業 8 32.0% 11 44.0% 7 28.0% 1 4.0% 5 20.0% 2 8.0% 1 4.0% 1 4.0% 1 4.0% 25

飲食業 6 60.0% 2 20.0% 3 30.0% 2 20.0% 1 10.0% 2 20.0% 3 30.0% 0 0.0% 1 10.0% 10

サービス業 13 59.1% 5 22.7% 1 4.5% 5 22.7% 6 27.3% 3 13.6% 2 9.1% 1 4.5% 4 18.2% 22

医療・介護 14 77.8% 1 5.6% 2 11.1% 3 16.7% 2 11.1% 4 22.2% 0 0.0% 6 33.3% 2 11.1% 18

不動産業 4 26.7% 3 20.0% 4 26.7% 2 13.3% 1 6.7% 4 26.7% 2 13.3% 3 20.0% 0 0.0% 15

その他 17 50.0% 9 26.5% 9 26.5% 9 26.5% 10 29.4% 2 5.9% 4 11.8% 3 8.8% 6 17.6% 34

業種別計 148 55.6% 69 25.9% 58 21.8% 55 20.7% 50 18.8% 44 16.5% 33 12.4% 28 10.5% 24 9.0% 266

事業継承 補助・助成制度
社数合計

人材確保と
人材育成

販路開拓 経営改善 設備投資 資金調達 税負担の軽減
新商品・
新製品開発



問２９ 今後の事業展開の方針

今後の事業展開の方針については、「現状

維持」と回答した先が約6割を占め、「拡大」

と回答した先は約3割に止まる。「廃業予定」は

7.3％、「縮小」は4.5％、「町外移転」は0.7％と

なっている

業種別にみると、「拡大」は、サービス業

50.0％、運輸業41.7％で多くなっている。

「廃業予定」は、卸売業20.0％で多くなっている。
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拡大
29.4%

現状維持
58.0%

縮小
4.5%

町外移転
0.7%

廃業予定
7.3%

今後の事業展開の方針

N=286

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 14 23.0% 38 62.3% 3 4.9% 1 1.6% 5 8.2% 61

（N=283） 建設業 20 31.3% 38 59.4% 2 3.1% 1 1.6% 3 4.7% 64

運輸業 5 41.7% 7 58.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 12

卸売業 3 30.0% 4 40.0% 1 10.0% 0 0.0% 2 20.0% 10

小売業 8 30.8% 15 57.7% 2 7.7% 0 0.0% 1 3.8% 26

飲食業 3 27.3% 7 63.6% 0 0.0% 0 0.0% 1 9.1% 11

サービス業 12 50.0% 9 37.5% 1 4.2% 0 0.0% 2 8.3% 24

医療・介護 6 31.6% 11 57.9% 1 5.3% 0 0.0% 1 5.3% 19

不動産業 1 5.9% 13 76.5% 1 5.9% 0 0.0% 2 11.8% 17

その他 12 30.8% 21 53.8% 2 5.1% 0 0.0% 4 10.3% 39

業種別計 84 29.7% 163 57.6% 13 4.6% 2 0.7% 21 7.4% 283

資本金の額別 個人事業主 2 8.7% 15 65.2% 2 8.7% 0 0.0% 4 17.4% 23

（N=276） ５００万円未満 22 24.2% 57 62.6% 1 1.1% 0 0.0% 11 12.1% 91

５００万円～１千万円未満 12 27.3% 26 59.1% 1 2.3% 2 4.5% 3 6.8% 44

１千万円～３千万円未満 30 40.0% 40 53.3% 3 4.0% 0 0.0% 2 2.7% 75

３千万円～５千万円未満 4 20.0% 11 55.0% 5 25.0% 0 0.0% 0 0.0% 20

５千万円～１億円未満 5 38.5% 8 61.5% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 13

１億円～３億円未満 5 71.4% 1 14.3% 1 14.3% 0 0.0% 0 0.0% 7

３億円以上 1 33.3% 2 66.7% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3

資本金の額計 81 29.3% 160 58.0% 13 4.7% 2 0.7% 20 7.2% 276

常用従業員数別 0人 0 0.0% 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 50.0% 2

（N=277） 1〜4人 26 22.4% 70 60.3% 4 3.4% 0 0.0% 16 13.8% 116

5〜9人 13 26.0% 29 58.0% 4 8.0% 2 4.0% 2 4.0% 50

10〜49人 29 38.7% 41 54.7% 5 6.7% 0 0.0% 0 0.0% 75

50〜99人 5 35.7% 9 64.3% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 14

100人以上 10 50.0% 10 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 20

常用従業員数別計 83 30.0% 160 57.8% 13 4.7% 2 0.7% 19 6.9% 277

拡大 廃業予定町外移転縮小現状維持
社数合計



問３０ 高齢者（６5歳以上）の雇用

高齢者の雇用については、「雇用している」と

回答した事業所が約5割あり、「雇用する予定は

ない」（29.0％）、「業務の性質上難しい（16.0％）

と回答した先を上回っている。

業種別にみると、「雇用している」は、運輸業

81.8％で最も高く、次いで製造業64.5％、飲食業

63.6％となっている。
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雇用している
47.8%

今後雇用する予定
7.2%

業務の性質上難しい
16.0%

雇用する予定はない
29.0%

高齢者（65歳以上）の雇用について

N=293

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 40 64.5% 4 6.5% 5 8.1% 13 21.0% 62

（N=284） 建設業 24 38.1% 8 12.7% 19 30.2% 12 19.0% 63

運輸業 9 81.8% 0 0.0% 1 9.1% 1 9.1% 11

卸売業 5 45.5% 0 0.0% 1 9.1% 5 45.5% 11

小売業 9 34.6% 4 15.4% 2 7.7% 11 42.3% 26

飲食業 7 63.6% 1 9.1% 2 18.2% 1 9.1% 11

サービス業 10 43.5% 2 8.7% 3 13.0% 8 34.8% 23

医療・介護 11 57.9% 0 0.0% 7 36.8% 1 5.3% 19

不動産業 4 25.0% 0 0.0% 0 0.0% 12 75.0% 16

その他 15 35.7% 1 2.4% 6 14.3% 20 47.6% 42

業種別計 134 47.2% 20 7.0% 46 16.2% 84 29.6% 284

資本金の額別 個人事業主 2 8.3% 1 4.2% 6 25.0% 15 62.5% 24

（N=281） ５００万円未満 33 34.7% 5 5.3% 18 18.9% 39 41.1% 95

５００万円～１千万円未満 23 54.8% 8 19.0% 4 9.5% 7 16.7% 42

１千万円～３千万円未満 43 57.3% 2 2.7% 14 18.7% 16 21.3% 75

３千万円～５千万円未満 14 66.7% 1 4.8% 0 0.0% 6 28.6% 21

５千万円～１億円未満 12 92.3% 0 0.0% 1 7.7% 0 0.0% 13

１億円～３億円未満 6 75.0% 2 25.0% 0 0.0% 0 0.0% 8

３億円以上 2 66.7% 1 33.3% 0 0.0% 0 0.0% 3

資本金の額計 135 48.0% 20 7.1% 43 15.3% 83 29.5% 281

常用従業員数別 0人 1 50.0% 0 0.0% 0 0.0% 1 50.0% 2

（N=284） 1〜4人 26 21.7% 11 9.2% 20 16.7% 63 52.5% 120

5〜9人 24 48.0% 4 8.0% 14 28.0% 8 16.0% 50

10〜49人 56 72.7% 3 3.9% 11 14.3% 7 9.1% 77

50〜99人 13 92.9% 0 0.0% 1 7.1% 0 0.0% 14

100人以上 17 81.0% 3 14.3% 0 0.0% 1 4.8% 21

常用従業員数別計 137 48.2% 21 7.4% 46 16.2% 80 28.2% 284

雇用する予定はない業務の性質上難しい今後雇用する予定雇用している
社数合計



問３１ 障がい者の雇用

障がい者の雇用については、「業務の性質上

難しい」が41.6％、次いで「雇用する予定はな

い」が41.2％となっている。一方「雇用している」

（11.3％）、と「今後雇用する予定」（5.8％）と回

答した先は、17.1％となっている。

業種別にみると、「雇用している」は、運輸業

が33.3％で多くなっている。一方、「業務の性質

上難しい」は、建設業

（57.8％）、運輸業（58.3％）、

医療・介護（57.9％）が多く

なっている。

また、常用従業員数が多

くなるにつれ、「雇用してい

る」と回答している割合が

多くなっている。
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雇用している
11.3%

今後雇用する予定
5.8%

業務の性質上難しい
41.6%

雇用する予定はない
41.2%

障がい者の雇用について

N=291

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 9 14.8% 3 4.9% 25 41.0% 24 39.3% 61

（N=282） 建設業 7 10.9% 4 6.3% 37 57.8% 16 25.0% 64

運輸業 4 33.3% 0 0.0% 7 58.3% 1 8.3% 12

卸売業 2 18.2% 1 9.1% 1 9.1% 7 63.6% 11

小売業 2 8.0% 2 8.0% 7 28.0% 14 56.0% 25

飲食業 2 18.2% 2 18.2% 6 54.5% 1 9.1% 11

サービス業 2 9.5% 0 0.0% 10 47.6% 9 42.9% 21

医療・介護 2 10.5% 2 10.5% 11 57.9% 4 21.1% 19

不動産業 0 0.0% 1 6.3% 1 6.3% 14 87.5% 16

その他 3 7.1% 2 4.8% 12 28.6% 25 59.5% 42

業種別計 33 11.7% 17 6.0% 117 41.5% 115 40.8% 282

資本金の額別 個人事業主 0 0.0% 1 4.5% 6 27.3% 15 68.2% 22

（N=279） ５００万円未満 4 4.2% 7 7.4% 37 38.9% 47 49.5% 95

５００万円～１千万円未満 2 4.7% 3 7.0% 24 55.8% 14 32.6% 43

１千万円～３千万円未満 8 10.7% 4 5.3% 37 49.3% 26 34.7% 75

３千万円～５千万円未満 4 20.0% 2 10.0% 5 25.0% 9 45.0% 20

５千万円～１億円未満 5 38.5% 0 0.0% 6 46.2% 2 15.4% 13

１億円～３億円未満 6 75.0% 0 0.0% 1 12.5% 1 12.5% 8

３億円以上 3 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3

資本金の額計 32 11.5% 17 6.1% 116 41.6% 114 40.9% 279

常用従業員数別 0人 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 100.0% 2

（N=282） 1〜4人 2 1.7% 6 5.0% 40 33.6% 71 59.7% 119

5〜9人 3 6.0% 2 4.0% 26 52.0% 19 38.0% 50

10〜49人 6 7.9% 7 9.2% 43 56.6% 20 26.3% 76

50〜99人 4 28.6% 1 7.1% 8 57.1% 1 7.1% 14

100人以上 18 85.7% 1 4.8% 2 9.5% 0 0.0% 21

常用従業員数別計 33 11.7% 17 6.0% 119 42.2% 113 40.1% 282

雇用する予定はない業務の性質上難しい今後雇用する予定雇用している
社数合計



問３２ 外国人の雇用

外国人の雇用については、「雇用している」

（12.1％）、と「今後雇用する予定」（13.1％）と回

答した事業所は、全体の４分の1となっている。

一方、「雇用する予定はない」と回答した事業所

は、55.4％を占める。

業種別にみると、「雇用している」は、飲食業

27.3％、小売業20.8％、製造業19.7％となってい

る。「今後雇用する予定」は、飲食業36.4％、運

輸業33.3％で多くなっている。

一方、「雇用する予定はない」

は、不動産業が87.5％と最も

多く、次いで卸売業63.6％、

製造業60.7％となっている。

常用従業員数別では、従

業員数が大きい事業所の方

が、「雇用している」、「今後

雇用する予定」の割合が多い。
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雇用している
12.1%

今後雇用する予定
13.1%

業務の性質上難しい
19.4%

雇用する予定はない
55.4%

外国人の雇用

N=289

・業種別、資本金の額別、常用従業員数別

社数 割合 社数 割合 社数 割合 社数 割合

業種別 製造業 12 19.7% 3 4.9% 9 14.8% 37 60.7% 61

（N=280） 建設業 7 11.5% 11 18.0% 14 23.0% 29 47.5% 61

運輸業 1 8.3% 4 33.3% 2 16.7% 5 41.7% 12

卸売業 1 9.1% 2 18.2% 1 9.1% 7 63.6% 11

小売業 5 20.8% 0 0.0% 5 20.8% 14 58.3% 24

飲食業 3 27.3% 4 36.4% 3 27.3% 1 9.1% 11

サービス業 3 13.0% 2 8.7% 5 21.7% 13 56.5% 23

医療・介護 1 5.3% 5 26.3% 7 36.8% 6 31.6% 19

不動産業 0 0.0% 2 12.5% 0 0.0% 14 87.5% 16

その他 2 4.8% 4 9.5% 8 19.0% 28 66.7% 42

業種別計 35 12.5% 37 13.2% 54 19.3% 154 55.0% 280

資本金の額別 個人事業主 0 0.0% 1 4.2% 4 16.7% 19 79.2% 24

（N=277） ５００万円未満 4 4.4% 15 16.5% 18 19.8% 54 59.3% 91

５００万円～１千万円未満 7 16.3% 6 14.0% 12 27.9% 18 41.9% 43

１千万円～３千万円未満 11 14.9% 9 12.2% 14 18.9% 40 54.1% 74

３千万円～５千万円未満 4 19.0% 3 14.3% 2 9.5% 12 57.1% 21

５千万円～１億円未満 4 30.8% 2 15.4% 2 15.4% 5 38.5% 13

１億円～３億円未満 2 25.0% 1 12.5% 1 12.5% 4 50.0% 8

３億円以上 3 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 3

資本金の額計 35 12.6% 37 13.4% 53 19.1% 152 54.9% 277

常用従業員数別 0人 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0% 2 100.0% 2

（N=281） 1〜4人 2 1.7% 14 11.7% 20 16.7% 84 70.0% 120

5〜9人 2 4.2% 5 10.4% 11 22.9% 30 62.5% 48

10〜49人 20 26.3% 13 17.1% 20 26.3% 23 30.3% 76

50〜99人 0 0.0% 4 28.6% 3 21.4% 7 50.0% 14

100人以上 11 52.4% 1 4.8% 1 4.8% 8 38.1% 21

常用従業員数別計 35 12.5% 37 13.2% 55 19.6% 154 54.8% 281

雇用する予定はない業務の性質上難しい今後雇用する予定雇用している
社数合計



第２章アンケート結果のまとめ

１．単純集計結果

（１）事業所の概要

「事業所の経営形態」は、「法人」が90.4％、「個人」が8.9％となっている。

本社所在地は、「町内」が、75.5％を占め、「県内」が15.6％、「県外」が8.9％

となっている。

「業種」は、「製造業」が65事業所22.2％、「非製造業」が228事業所77.8％

と、「非製造業」が約8割と高い割合になっている。非製造業の中では、「建

設業」が22.2％と最も多く、次いで「小売業」8.9％と続いている。

「営業年数」については、30年以上が約5割を占めており、経営者・事業主

の年代についても、60歳以上の割合が5割を超えている。

55



（２）経営状況

「直近の年間売上高」は、「1億円〜5億円未満」と回答した事業者が
28.3％と最も多く、次いで、「1千万円～3千万円未満」の15.7％と続いてい

る。

「1年前（前期）と比較した売上高」については、「変わらない」と回答した先

が、38.2％と最も多く、「減少」（31.6％）、「増加」（30.2％）は、ほぼ同じ割合

となっている。

「1年前（前期）と比較した収益状況」についても、「収支かわらず」が44.1％

と最も多く、「黒字」が36.1％、「赤字」が19.8％となっている。

「設備投資」については、前期、今期共に「設備投資は行わなかった（行わ

ない）」と回答した先が最も多く、それぞれ51.3％、55.9％となっている。

「今後1年間の借入金」についても、「予定はない」が、72.9％と最も多い。

「主な取引先の所在地」は、「町内」と回答した事業者は15.8％に留まり、

「県内」が58.6％、「県外」が37.2％となっている。
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（３）自社の強み・経営課題・必要とする支援策等

「自社の強み」については、「顧客等への迅速対応力」が43.4％、「品質」が

41.7％、「技術力」が37.2％となっている。

「経営上の課題」については、「人材の不足」が46.2％と最も多く、次いで

「売上・受注の減少」が37.2％、「設備の老朽化、不足」が20.2％となってい

る。

「事業活動を継続するために必要な支援策」は、「人材確保と人材育成」

が55.8％で最も多く、次いで「販路開拓」（26.0％）、「経営改善」（21.9％）、

「設備投資」（20.4％）となっている。

「今後の事業展開の方針」については、「現状維持」が、58.0％と最も多く、

「拡大」と回答した事業者は29.4％となっています。また、「縮小」、「町外移

転」、「廃業予定」と回答した事業所は、それぞれ4.5％、0.7％、7.3％となっ

ている。
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（４）人材・雇用

「フルタイム労働者数」については、「1〜4人」が43.3％と最も多く、「100人

以上」は7.2％となっている。

「従業員の過不足」については、「適正」が58.2％と最も多く、次いで「不

足」が40.4％、「過剰」は、1.3％となっている。

「不足と回答した事業者の今後の方針」については、「社員を採用する」が

60.0％と最も多く、次いで「パート・アルバイトを採用する」が27.5％となって

いる。

「高齢者（65歳以上）の雇用」については、「雇用している」が47.8％と最も

高く、「雇用する予定はない」が29.0％、「業務の性質上難しい」が16.0％と

なっている。

「障がい者の雇用」については、「業務の性質上難しい」が41.6％、「雇用

する予定はない」が41.2％となっており、「雇用している」が11.3％、「今後雇

用する予定」が5.8％に留まっている。

「外国人の雇用」については、「雇用する予定はない」が55.4％と最も多く、

「雇用している」が12.1％、「今後雇用する予定」が13.1％となっている。
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（５）事業承継

「事業承継」については、「当面は自分が経営するので、後継者について

は考えていない」が29.2％と最も多く、また約4割の事業所が、後継者または

候補者がいると回答した。

「後継者（候補者）がいる」と回答した事業所のうち、4分の3は「親族」と回

答。次いで社員（従業員）（20.2％）、その他（5.3％）となっている。

（６）その他

「商工会への加入状況」は「加入している」が64.0％、「未加入」が36.0％と

なっている。

「インターネットを利用した受発注」については、「すでに実施している」が

46.7％、「予定なし」が32.5％となっている。
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２．クロス集計結果

全体を通して、中小企業の振興において重要視すべき点として「人材の

不足」や「後継者問題」、「売上、受注の減少」などの課題が伺われるため、

これらへの対応を検討していく必要がある。

（１）業種別

①事業所概要

「経営形態」は、「法人」が運輸業、卸売業、不動産業で100.0％、製造

業が93.8％、建設業が92.3％と、「個人」は、医療・介護で15.0％、サービ

ス業で12.5％となっている。

「本社所在地」は、「町内」が不動産業で100.0％、建設業が81.5％、医

療・介護で80.0％となっている。一方、運輸業は「県外」が41.7％と、他の

業種より多くなっている。

「経営者・事業主の年代」は、60歳以上の割合が多い中、「40歳代」で

卸売業（45.5％）、飲食業（36.4％）、「50歳代」で医療・介護（40.0％）の

割合が多くなっている。
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②経営状況
「１年前（前期）と比較した売上高」は、「増加」が多い業種は、運輸業
（66.7％）、サービス業（41.7％）で、「減少」は卸売業（54.5％）、小売業
（46.2％）、製造業（39.3％）となっている。
「１年前（前期）と比較した収益状況」は、「黒字」が多い業種は、運輸業
（58.3％）、製造業（51.8％）、サービス業（45.8）となっている。「赤字」は、
卸売業が40.0％で最も多く、次いで小売業24.0％、不動産業23.1％となっ
ている。
「今期の設備投資」については、「新規設備投資、既存設備の改修・定期
更新を共に行った（行う予定）」は、飲食業36.4％、医療・介護30.0％で多く
なっている。
「今後1年間の借入金」については、「運転資金、設備資金いずれも借り
る予定がある」は、飲食業36.4％、運輸業27.3％となっている。一方サービ
ス業は、「予定はない」が、95.8％と多い割合となっている。
「主な取引先の所在地」は、「町内」が多い業種は、不動産業（41.2％）、
医療・介護（31.6％）、「県外」は卸売業（72.7％）、製造業（64.1％）となって
いる。
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「業界の今後の展望」については、多くの業種で「横ばい」が多い中、小

売業は「縮小見込み」と回答した割合が48.0％となっている。

「業界の競争環境」については、「激化する」と回答した割合が高い業種
は、小売業（61.5％）、運輸業（58.3％）、飲食業（54.5％）、卸売業（40.0％）
となっている。

業種によっては、今後市場規模の拡大も見込めず、競争環境が激化し、

経営環境が厳しくなっていくと指摘する先が多く聞かれる中、売上の拡大

にむけて、「人材の確保」や「販路開拓」、「設備投資」などが課題となって

おり、支援の強化を検討する必要がある。

62



③自社の強み・経営課題・必要とする支援策等

「自社の強み」については、「顧客等への迅速対応力」と回答した割合の

高い業種は、運輸業（75.0％）が最も多く、次いで製造業（49.2％）、飲食業

（45.5％）となっている。「品質」と回答した業種では、運輸業（75.0％）、製

造業（56.9％）、飲食業（54.5％）が多い割合となってる。

「経営上の課題」については、各業種とも「人材の不足」、「売上・受注の

減少」、「設備の老朽化、不足」が、総じて高い傾向にある。このほか、「消

費者ニーズの変化」は飲食業40.0％、不動産業35.7％、卸売業30.0％と非
製造業で多くなっている。

「事業活動を継続するために必要な支援策」は、「人材確保と人材育成」

は、運輸業が83.3％、医療・介護77.8％、建設業が75.8％と多くなっている。

「販路開拓」は、卸売業70.0％、小売業44.0％と多くなっている。「設備投

資」は、運輸業が、50.0％、製造業36.2％となっている。

経営上の課題として、「人材の不足」や「売上・受注の減少」などが挙げら

れており、「人材確保と人材育成」、「販路開拓」などの支援策への取組み

強化により、自社の強みである「顧客等への迅速対抗力」、「品質」、「技術

力」などの維持向上に努めていく必要があると思われる。

63



④人材・雇用

「フルタイム労働者数」は、「1〜4人」が不動産業で81.3％と、「100人以

上」が卸売業で30.0％と他の業種より多い割合となっている。

「従業員の過不足」は、「不足」と回答した事業者が、飲食業（63.6％）、

建設業（60.9％）、運輸業（58.3％）で多い割合となっている。

「障がい者の雇用」については、「雇用している」が運輸業33.3％となって

いる。一方、「業務の性質上難しい」は、運輸業（58.3％）、医療・介護

（57.9％）、建設業（57.8％）、で多くなっている。

「外国人の雇用」については、「雇用している」が、飲食業27.3％、小売業

20.8％、製造業19.7％、「今後雇用する予定」が、飲食業36.4％、運輸業
33.3％で多くなっている。一方、「雇用する予定はない」は、不動産業が
87.5％と最も多く、次いで卸売業63.6％、製造業60.7％となっている。

「障がい者や外国人の雇用」について、「業務の性質上難しい」や「雇用

する予定はない」と回答している事業所多いが、少子高齢化が今後進展し

ていく中、人材不足に対応するためには、高齢者の活用とともに、障がい

者や外国人の雇用についても、前向きな検討を行う取り組みが求められ

ると思われる。
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⑤事業承継

「事業承継」について、ほとんどの業種で「当面は自分が経営するので、

後継者については考えていない」と回答している割合が多くなっている。こ

のほか、運輸業、不動産業、飲食業では、「後継者は決まっているが、当

面は経営を任せる予定はない」が多くなっている。医療・介護では、「候補
者はいるが、まだ決めていない」が多くなっている。

後継者については、約６割の事業所が、「後継者がいない」、「考えてい

ない」、「事業承継するつもりはない」等と回答しており、早期の対応が必

要と思われる。町内事業所の廃業は、地域経済の活力低下に結びつくこ

とから、事業承継・事業譲渡に関する支援情報の収集・発信に努めるなど、

廃業数を減少させるための取組みを強化していく必要があると思われる。
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（２）資本金の額別・常用従業員数別

①事業所の概要

「本社所在地」ついて、資本金の額別では、個人事業主と資本金1千万

円未満の事業所が、「町内」と回答した割合が8割超となっている。また常

用従業員数別では、50人未満の事業所で、「町内」と回答した割合が6割

以上を占めている。50〜99人では、「県内」（50.0％）、100人以上では、「県

外」が47.6％となっている。

「経営者・事業主の年代」は、個人事業主が「60歳代」以上の割合が6割

となっている。

「資本金の額」について、常用従業員数「１〜４人」の事業所は、個人事

業主と資本金500万円未満で、7割超を占めている。一方「100人以上」の

事業所は、資本金1千万円未満は皆無となっている。
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②経営状況

「1年前（前期）と比較した売上高」について、個人事業主では、「減少」と

回答した先が50.0％と多く、資本金「５千万円〜１億円」の事業所では、

「増加」と回答した先が、46.2％と多くなっている。

「1年前（前期）と比較した収益状況」について、「黒字」は、資本金3千万

〜5千万円未満が55.6％と多く、次いで500万円〜1千万円未満46.2％、

1千万円〜3千万未満44.9％となっている。「赤字」は、個人事業主が
33.3％で最も多くなっている。

「今後（来期）の収益状況」について、資本金5千万以上、常用従業員数

50人以上で「黒字」と回答した事業所は5割を超えている。

「今期の設備投資」について、個人事業主、資本金500万円未満の事業

所では、「設備投資を行わなかった」が「設備投資を行った」を大きく上回っ
ている。

「業界の今後の展望」について、個人事業主で「縮小見込み」と回答した

先が、33.3％と多くなっている。
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「主な取引先の所在地」について、資本金の額別では、資本金５千万円

以上の事業所では、「町内」と回答した先は0.0％となった。また、常用従業

員数別では、常用従業員数100人未満で、「県内」と回答した割合が多く、

100人以上では、「県外」と回答した割合が多くなっている。

経営状況については、個人事業主や規模の小さい事業所が特に厳しい

環境にある。こうした小規模事業所の活性化に向けて、支援を検討する必

要があると思われる。
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③人材・雇用

「フルタイム労働者数」について、個人事業主が「1〜4人」と回答した割

合が、92.6％となっている。

「フルタイム労働者数のうち非正規社員数」について、資本金500万円未

満の事業所では、非正規社員数が「0人」と回答した割合が、75.3％と多く

なっている。

「フルタイム以外の労働者数（パート・アルバイト）」について、資本金の

額が大きくなるにつれ、フルタイム以外の労働者を雇用している割合が多
い傾向にある。

「従業員の過不足」について、資本金5千万円以上の事業所で、従業員

を「不足」と回答した割合6割以上と高くなっている。また、従業員数10人以

上の事業所でも、従業員を「不足」と回答した割合が5割以上となっている。
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「障がい者の雇用」については、常用従業員数が多くなるに伴い、「雇用

している」と回答した事業者の割合が多くなっている。

「外国人の雇用」についても、障がい者の雇用と同様な傾向にあるが、

雇用している割合は、全体的に低い傾向にある。

事業所の規模が大きくなるについて、「不足」と回答している事業所多く、

障がい者や外国人を雇用している割合も多い。更なる雇用に向け積極的

な取組みが必要であると思われる。
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④事業承継

「事業承継」について、個人事業主では、「当面は自分が経営するので、

後継者については考えていない」と「事業承継するつもりはない」を合わせ

た割合が6割を超えている。

「後継者（候補者）がいる」と回答した事業者で、常用従業員数が多くな

ると、「親族」と回答した割合は少なくなっていき、逆に「社員（従業員）」と

回答した割合が多くなる傾向にある。

特に個人事業主の後継者問題については、早急な対応が必要と思われ

る。直接、町内企業の廃業に結びつくことから、事業承継・事業譲渡に関

する支援情報の収集・発信に努めるなど、廃業数を減少させるための取

組みを強化していく必要があると思われる。

⑤その他

「インターネットを利用した受発注」については、資本金の額が大きくなる

につれ、また従業員数が多くなるにつれ、インターネットを利用した受発注

を実施している割合が多い傾向にある。
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